
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 2 0 1 0 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

事務改善のためのコストが発生する。

理事者を直接補佐（スケジュール管理等）する部署がなければ、業務の停滞等が考えられる。
土日を含め一日に行う渉外件数も多く、可能な限り様々な会合やイベントに出席しているため、対外的な信頼
関係の構築に寄与している。

○

×

スケジュール管理やタクシー手配等の事務の効率化

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

円滑な行政運営のためには必要であり、見直しの余地はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

基本的には効率良く事務を行っているため、削減できる部分はほとんどないが、やり方を工夫することにより業
務効率を上げられる可能性がある。

他に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

効率良く事務を行い、政策的なサポートをする時間を生み出す事が直近
の課題である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

政策的なサポートを行いたいが、事務量が多く、そこまでの余裕がない事が課題である。

効率良く事務を行うことが課題である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現状では無駄に支出していない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

理事者の職責は多岐にわたるものであり、その調整やスケジュール管理を行わなければ行政運営に支障をきた
す恐れがあるため、必要な業務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

政策的なサポートをもっと行うことができるようになれば、成果が向上する。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください
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2,360
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延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市長・副市長のスケジュール管理や業務サポート

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

市長室

松田　周平

所属課政策経営部

秘書担当

0

15,459

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市長

副市長

日程管理日数

0

1,891

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

日程管理日数 日

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【業務内容】市長、副市長に係る日程調整。日常的な情報収集、各担当等との連絡調整。市長の資産公開業務。市長、副市長の補佐。東京都市長会議等の会議への随行。
【参考】東京都市長会・・・多摩地域の住民の福祉の向上と地域の発展のため、26市の市長が多摩地域の諸問題について協議・検討し、国や都への政策提言を行うことを目的としている。
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6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）
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22

物に係るコ
スト

0
00 0

0 11,800

1,926

105

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円
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収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -15,451 -15,459

その他 千円

-15,631 0 -8
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 2 0 1 0 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

成果が見える性質のものではないが、市長が様々な会合等に出席し市民等と意見交換することで、外部との
良好な関係を築く事が出来ていると考えられるので、廃止は円滑な公務執行に支障をきたす恐れがある。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

交際費取り扱い基準に基づき支出を決定しているため、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

効率良く行っているため、削減の余地はない。

類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

現状維持。なお、支出決定については、他市の状況や社会情勢等に気を
配り、見直す意識を持つように心掛ける。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はない。

特に課題はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

交際費取り扱い基準に基づき支出を決定している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市を代表する者として行う行為であり、代替の余地はない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

可能な限り会合等には出席している。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください
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会合等に出席することで市民活動等をより深く理解でき、広く市民等の声を聞くことが
できる。そしてその意思を受け止め、市長の意思を伝える事が出来るため、外部との良
好な関係を築くことができる。
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市長、副市長

0

（当初予算)

4,800

2
（目標値)

960

100% 100%

4,800

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

スポーツ、文化、自治会活動等への参加

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

市長室

松田　周平

所属課政策経営部

秘書担当

0

5,409

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市長

副市長

交際費支出件数

0

640

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

交際費支出件数 件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市長及び副市長が市を代表し、外部と渉外する事業。
【事業内容】　各種団体等の会合や行事への参加。その際、交際費の取り扱い基準に基づき交際費を支出。市長等が円滑に渉外活動をするための補佐。市長への情報提供、団体との連
絡調整。

千円 0 0 5,405

差額

（決算）

5,440 0 4

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

4,800 4,800

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

4,800 0

2
960 0

0

0

0
0

2
960

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 605

千円

うち委託料 千円

4

物に係るコ
スト

0
00 0

0 4,800
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,405 -5,409

その他 千円

-5,440 0 -4

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 2 0 1 0 1 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-657 0 -83

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -520 -603

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 350

83

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 170

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

2
70

350 0

2
70

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

350 350

0

657 0 83

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
●市民表彰
【事業内容】国立市市民表彰条例に基づき、式典を開催し、個人、団体を表彰。国立市表彰審査委員会に関すること。
【業務内容】5月市報にて市民へ周知、紹介を呼びかける。庁内各課へ推薦を依頼する。６月～紹介、推薦を受けた方について内容の裏づけ調査をする。７月～表彰審査委員会に諮問、
答申を受ける。被表彰者を決定し、被表彰者の内諾を得る。表彰状の作成、記念品の選定、購入。表彰式典開催通知（被表彰者、来賓、職員）、花の手配等式典準備。11月式典実施、記
念写真送付。12月市報に紹介、報告記事掲載。執行にあたり、契約業務、支払い業務あり。
●叙勲等候補者推薦
【業務内容】栄典、東京都功労者表彰への推薦。東京都より推薦依頼⇒推薦基準に基づき、各課へ対象者の推薦依頼⇒推薦書類を整え、東京都へ回答。（ただし、この事業は国、東京都
の事業であり、市が対象者を評価し、表彰者の決定を行う立場にないため、推薦事務を行うだけである。）

千円 0 0 520

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市民表彰被表彰者数

叙勲等推薦書提出依頼件数

人

0

00 0 0 0

307

603

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

国立市の人口

市民表彰被表彰者数
国立市の推薦書提出処理(該当なし含
む)

市長室

松田　周平

所属課政策経営部

秘書担当

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市民表彰：表彰件数17件
叙勲等候補者推薦：潜在候補者から国、東京都へ推薦する人物の選出

前年度と同様

（決算）
単位

2
（目標値)

70

100% 100%

350

5

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民

0

（当初予算)

350

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

表彰事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

170

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

表彰を受けた方に感謝の意が伝わるとともに、多くの市民にその功績が伝わる。

179

5 4

74303

253

平成25年度

9

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

5

17

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

83

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

人

✔

74265 74381

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

253 307 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市民表彰に関しては、市を代表する市長が市民のために永年活動している方々を称え、感謝するために行うも
のであり、行政自身が行う事は妥当である。また、国や都への推薦に関しても、より住民に近い立場にある市が
推薦を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市民表彰に関しては市報などで広く対象者の推薦を呼び掛けるのと同時に、庁内でも主管課に関連する事業
等で対象となるような方々の情報提供や推薦を呼び掛けているため、向上余地はない。また、叙勲等の推薦に
関しては、推薦基準に合致している対象者を推薦しているため、向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はない。

特に課題はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

記念品を変更すれば、削減の余地はある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成２２年度から市民まつりの会場で表彰式典を開催している。今後も表
彰式典を実施していく中で、改善を行っていきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民表彰に関しては表彰者の該当基準を明らかにし、市民からなる表彰審査委員会の答申を経て、表彰者の
決定をしているため、公正である。また、叙勲等の推薦に関しては、推薦基準に基づいて推薦を行っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

効率良く事務を行っており、削減の余地はない。

他に類似事業はない。

×

他市の状況なども踏まえながら改善を行っていきたい。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市民の方の表彰を受ける機会が失われる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
14  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 8 0 1 0 5 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 -601

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -1,103 -705 -602 -1,203

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

1,100 1,200
3

1

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 3 5 2

千円

うち委託料 千円

120

600

0

600
0

0 0

5
140

5
120

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

600 1,200

0

0 0 601

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業内容）
・国立市後援等名義使用承認事務取扱要綱に基づき、市民の活動を側面的に支援するため、「国立市」の後援名義等の申請があった事業について審査し、承認・不承認の決定を行う。
・各課の施策に関連する場合はそれぞれの課が承認事務を行い、どこにも属さない、市全体に係る事業の場合は政策経営課が事務を行っている。なお、「国立市教育委員会」の後援名義
等の申請は生涯学習課で行っている。
（業務の内容）
①申請の受付　②要綱に基づき内容の審査　③承認又は不承認の決定起案　④申請者に通知

千円 1,103 705 602

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

後援・共催依頼件数 件

0

00 0 0 0

1,203

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

後援等名義使用申請団体数

後援等名義承認件数

政策経営課

黒澤　重德

所属課政策経営部

政策経営係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市後援等名義使用承認事務取扱要綱法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

「国立市後援等名義使用承認事務取扱要綱」に基づき申請の受付、承認・不承認の決定、申請者へ通知。

平成25年度と同様

（決算）
単位

5 4
（目標値)

240

100% 100%

600

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

後援等名義使用申請団体

0

（当初予算)

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

後援名義等に関する事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

220

時間

千円

人

千円

2

（決算）（Ａ）

700

千円

千円

1,100
人

平成26年度

市から側面的に支援され、活動することができる

3019 23 28

19

3

平成25年度

19 23 26

平成23年度
（決算）

0

700

5

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

30

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

#DIV/0!

0

1

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

団体

件

✔

22 26 26

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

3 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

承認基準にある、営利目的ではなく市の施策に寄与するさまざまな事業の実施について側面から支援すること
は市の施策を推進する意味合いから必要であり、行政として本事務を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市の後援を受け、市の施策に寄与するような事業が展開されている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市の施策に寄与する各団体の活動を側面的に支援する必要があり、見直し・廃止の予定はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は、申請者に承認文を郵送する郵便料のみであるため必要最小限である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

後援等の名義使用は、一定の要件を満たす内容であれば誰でも使用が
可能であり、そのような市民や団体の活動を後援等名義使用承認という
形で市が側面的に支援するとこは、市の施策を推進するうえでも重要で
ある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

後援等の名義使用申請は誰でもできるものであり、また、営利目的ではなく市の施策に寄与する事業への側面
的支援であるため受益者負担がなくても公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

1つの申請に対して、業務時間は概ね２時間程度であり、必要最小限である。よって、これ以上の人件費の削減
余地はない。

「国立市教育委員会」の後援名義を生涯学習課で行っている。しかしながら、市長部局と教育委員会では組織
が異なるため、統廃合はできない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

側面からの支援がなくなることにより、各団体が事業を行いにくくなる可能性があり、市の側面的支援が弱ま
る。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
10  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 1 0 2 0 7 0 1 0 3 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-135,295 0 -86,288

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -118,632 -204,920

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 10,900

0

4,928

00

53,048

-193

物に係るコ
スト

-100
-150150 0

5,000

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 105,082

千円

うち委託料 千円

-220

-2,650

0

-1,100
0

3
1,830

10,900 0

100

3
2,050

2

嘱託職員人件費計（Ｅ） 300

3

時間 200

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

800
2

800

10,250 9,150

100

3,000
11

135,295 0 86,288

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
庁舎建物及び付帯施設を常に良好な状態に維持・管理するため、老朽箇所及び不良箇所を随時修繕しているほか、庁舎管理業務、各設備の保守点検業務等を委託している。また、光熱
水費の管理や庁舎の備品の整備を行っている。

千円 0 0 118,632

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

修繕件数

保守点検等委託件数

件

150

1,6000 0 1,600
1,500

-1,400

103,827

10,768

204,920

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

管理している建物数

電気使用量

修繕により使用可能となった件数

電気使用量対前年度増減率

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・庁舎建物及び付帯設備等の修繕・保守点検等委託　　・光熱水費の管理
・庁舎備品及び維持管理消耗品の購入
・庁舎非常用自家発電設備更新工事

市民の利用や職員の事務に支障のないよう良好な状態に維持・管理される。

庁舎防火シャッター改修事業として庁舎内１０基の防火シャッターに避難時停止装置を設置する。

（決算）
単位

3
（目標値)

1,830

100% 100%

13,550

0.98

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

本庁舎、北庁舎、付帯設備

0

（当初予算)

1

9,150

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

庁舎維持管理事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

98,516
57,931
6,566

（決算）（Ａ）

89,131

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

市民の利用や職員の事務に支障のないよう維持・管理を行う。

5057

21 22

99,961

平成25年度

689159

57

平成23年度
（決算）

4,800

5,000

0

0

59,117

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

-5.1

50

695977

-4,883
-1,638

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-700

1,445

89,131

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

棟

KWｈ

件

件

％

✔

2 2

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

104,889 108,627 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市役所業務の中心的役割を担う庁舎の維持管理は市が行う必要がある。実際の施設維持管理は委託により実
施している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

冷暖房機の断続運転や蛍光灯の間引き、昼休みの消灯の徹底などにより大幅な節電対策を行っているためこ
れ以上の節電効果を向上させる余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

クールビズ・ウォームビズを実施しているほか、冷暖房機器断続運転、蛍光灯の間引きなどにより光熱水費等の
節約・節減を図っており、運用による経費の削減は難しい状況である。
また、庁舎・備品ともに老朽化しており事業費の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　庁舎は市民の利用や職員の事務に支障のないよう良好な状態に維持・
管理されなければならなく、それに必要な施設及び付帯設備の保守点検
や維持管理・修繕等については、漏れのないよう実施する必要がある。
　庁舎建設から30年以上が経過し各設備の老朽化により、修繕箇所が増
加してきている。
冷暖房機器の運転間引き等様々な経費削減策を行っているため、運用に
より光熱水費等の節約・節減を図ることは限界に近くなっている。設備等
を省エネ仕様に交換することでさらなる経費の削減が可能になると思わ
れるが、それには一定程度の財政支出が伴う必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者に負担を求める性質のものではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

老朽化した庁舎の維持管理を、その他の業務と並行で行っており、最小限の人員で行っている。
また、電気設備管理・警備宿日直・電話交換・清掃業務及び各設備保守点検は委託により実施している。

各施設ごとに管理者が定められ、用途等が異なり、予算、担当部署が異なる。

×

削減できる部分は引き続き精査を行い、設備投資を行い、改修することで改善できるものについては改修を検討し
ていく必要がある。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

廃止・休止は庁舎の適正な維持管理ができなくなるため、庁舎が使用できなくなるなど多大な影響がある。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
11  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 7 0 1 0 3 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

道路交通法に規定される法定事項である。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

安全運転管理者の選任や安全運転管理者の業務に必要な人件費である。

コスト
削減 維持 増加

安全運転管理者等の選任は、道路交通法で規定される法定事項である。
成果達成には、安全運転管理者のみならず、日頃運転する者が安全運
転講習会等を通じて「事故を起こさない、交通違反を犯さない」という強い
意識を持つことが必要である。
平成２３年度６件あった庁用車両による事故は、平成２４年度３件、平成２
５年度２件と減少しているものの、今後も交通事故０件を目指して、安全
運転への取り組みをさらに推進し、対応策を図る必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

立川・国立地区の安全運転管理者で構成される部会費負担金及び法定講習受講負担金といった必要最低限
の予算計上である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

安全運転管理者及び副安全運転管理者の配置は、道路交通法で規定されており、事業所として管理者を選任
する必要がある。
自動車の本拠ごとに安全運転管理者を選任しなければならないので、市で行う事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

庁用車による事故件数は2件と昨年度事故件数３件と比較し減少した。
今後も交通事故０件を目指して、より一層庁内へ安全運転に対する啓発を進め、安全運転の励行などにより、
市民の手本となる運転を目指す必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0
0 20

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2 2

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

回

件

人

100%

-100

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

2(100%)

2

441434

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

20

0

0

0

434

3

0 1

2

0

平成25年度

22

平成26年度

1

庁用自動車・自転車による自動車事故及び交通違反を軽減し、市民の手本となるよう
な安全運転を行う

2

0

20

0

千円

千円

0
人

0

0
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

安全運転管理者配置事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

安全運転管理者及び副安全運転管理者
職員

0

（当初予算)

0

0

500

1
（目標値)

100

100% 100%

700

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

安全運転管理者講習、副安全運転管理者講習の受講
運行計画の作成、日常点検の実施、運転日誌の備付け及び記録

同上

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
道路交通法第７４条の３法令根拠

総務課

平　康浩

所属課行政監理部

庶務管財係

0

520

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

安全及び副安全運転管理者数

職員数（4月1日時点　特別職含む）

庁用車事故件数

法定講習会参加者数

-200

0

0

0

00 0 0
100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

法定講習会受講回数

庁内交通安全講習会開催数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
「安全運転管理者」は、道路交通法第７４条の３及び道路交通法施行規則第９条の８において、乗車定員が１１人以上の自動車にあっては１台、その他の自動車にあっては５台以上の自動
車を使用する本拠ごとに、「安全運転管理者」を選任しなければならないと規定されている。
また、同法及び同規則において、２０台以上の自動車を使用する本拠ごとに、安全運転管理者の業務を補助する「副安全運転管理者」を選任しなければならないとされている。
国立市では、「安全運転管理者」を総務課長、「副安全運転管理者」を庶務管財係主査としている。　ただし、来年２４年度以降は、庶務管財係主査が不在になることから、庶務管財係長を
充てることとする。安全運転管理者の業務（道路交通法施行規則第９条の１０）は、①運転者の適正等の把握、②運行計画の作成、③交代運転手の配置、④異常気象時等の措置、⑤点呼
と日常点検、⑥運転日誌の備付け、⑦安全運転指導である。
安全運転管理者及び副安全管理者は、公安委員会の法定講習を受けなければならない。

千円 0 0 720

差額

（決算）

520 0 -200

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0
0
0

500 500

0

200
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 0

0

2
100

0

0

-200

0

0
0

1
100

20

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 500

20

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

20

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -720 -520

その他 千円

-520 0 200

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12 ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 7 0 1 0 3 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-10,344 0 3,627

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -12,940 -9,313

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 500

0

18

00

7,371

-235

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 8,753

千円

うち委託料 千円

50

-750

0

250
0

1
100

500 0

0

1
50

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

250 500

0

1,000
00

10,344 0 -3,627

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
庁用車管理事業は、次の４つの事業に大別される。
①庁用車管理運営事業（燃料関係管理、有料道路通行料等管理、庁用車賃借関係、重量税納入関係）
②貸切バス運行委託事業
③タクシー借上事業
④市長・議長共用車運転業務
平成２５年度末時点の庁用車保有台数は、所有が56台（一般会計44台、特別会計3台、教育委員会8台、コミュニティバス１台）である。２４年度７月より市長・議長共用車としての利用を廃
止。
また、リース期間満了により総務車を購入した。この事務事業は総務課の担当業務分を言う。

千円 0 0 12,940

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

共用車及び総務車の年間走行距離

貸切バス使用申請台数

㎞

0

00 0 0
500

-1,000

9,377

437

9,313

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

借上車出庫回数（延べ）

総務車出庫回数（延べ）

共用車・総務車出庫回数

貸切バス配車台数

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・総務課管理車両の維持管理及び運行管理　・一般会計車両の重量税事務
・貸切バスの配車管理　・借上自動車の配車管理

・市の施策及び事務事業が、効果的・効率的に実施される。

・総務課管理車両の維持管理及び運行管理　・一般会計車両の重量税事務　・貸切バスの配車管理、・借上自動車の配車管理

（決算）
単位

1
（目標値)

100

100% 100%

1,250

126

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・総務車の使用者
・職員

0

（当初予算)

0

500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

庁用車の維持管理事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

2,937

8,753
7,098
0

（決算）（Ａ）

295

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

・いつでも庁用車両が利用できるようにする。
・所有車両に関係する全庁的な共通事務を集中して効率的に行う。

87976839

128 126

8,500

平成25年度

260

287

平成23年度
（決算）

30

0

0

0

8,050

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

128

370

370

273
18

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-500

-253

-2,642

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

回

回

台

回

台

✔

122 69

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

8,518 9,407 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市役所の仕事の中には、職員が移動や荷物の搬出入などのため車両を利用しなければならないことがある。
車両の所有形態については、これまで通り車両の購入から維持管理までを市で行う方法もあれば、賃貸借契約
により使用する方法もある。賃貸借の場合は、車検、重量税、保険加入等の事務が縮小する一方、それらがコス
トに跳ね返ることとなる。また、行政と市民がカーシェアリングにより利用する方法も議会で取り上げられている。
そのため、庁用車両の管理方法・形態等については、費用対効果の検証など総合的な比較検討を要する。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

庁用車の利用に対して、利用者から不具合の声は聞かれておらず、成果の向上させる必要は無い。貸切バス
配車台数については、年間で見ると各主管課の要望に応えられる台数を確保できているが、より柔軟に利用で
きる仕組みを求める声が上がっている。単価契約等が最も便利であるが、利用する車種等を細分化すると、逆
にコストがあがってしまう可能性がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

車両運行予定の各課管理を廃止し、配車状況をグループウェア等で一括管理することで配車が効率化され、
庁舎全体の車両台数の削減につながる可能性がある。実施においては、普通車両の配車状況を調査し、ス
ケールメリットが生じるかどうか、また一括管理する課に新たに必要となる人員等のコスト等を検討する必要があ
る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　・市有車両は10年前と比較して8台の削減を行ってきた。更なる削減を
行うために庁用車の一括管理を検討する余地があるが、利用状況を把握
し、削減による費用対効果、各課の事務的メリットなどの検証等が必要と
なる。庁用車の一括管理に向けて、平成２５年度にグループウエア―での
庁用車予約方式について意向調査をおこなったが多くの課が掲載しない
との回答であった。
　・共用車については平成２４年度に廃止し、市長・議長等が公務で車両
を利用する必要がある場合タクシーを利用できるようにしている。
　

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

日常的に車両を利用する課は専用車両を管理しており、それ以外の部署は総務車を利用できるため市としては
必要最低限度の車両で運用してる。。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

台数を削減することは、車両管理に関する事務が軽減され、人件費の削減につながる。また、配車を一括管理
とした場合、市全体の事務量は減少することが見込まれる。一方、一括管理する課では事務が増大するほか、
配車事務を行う人員が必要となる。

各課で維持管理している車両についての配車事務を一本化できる可能性がある。
ただし、配車管理の人員配置やコスト面での検証を行っていく必要がある。

×

・貸切バスについて、より各部署で利用しやすい契約形態を検討していく必要がある。
・全車両の一括管理について、検討が必要である。
・環境に配慮した車両に切り替えを行っていく必要がある。 成

果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

共用車を廃止し、市長や議長の移動に際して、公共交通機関やタクシーの借上げにより対応することで、共用
車利用を適正に運用している。
現在、全車両の重量税、保険料事務を総務課で行っているが、廃止すると各課で処理することとなり、各課の
事務量の増大につながることとなる。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

地方自治法で規定されている。また、本事業を廃止・休止した場合には、適正な履行の確保が図れない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

検査が必要な契約に関し、すべて実施することにより公平・公正になっている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

検査担当は１名専任で、業務時間の削減余地はない。

検査業務は、別個の業務であるため。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
特になし

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

当該事業費がないため削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

地方自治法第２３４条の２第１項において、普通地方公共団体が工事若しくは製造その他について請負契約又
は物件の買入れその他の契約を締結した場合、当該普通地方公共団の職員は、政令の定める事により、契約
の適正な履行の確保するため又は受付の完了の確認をするため必要な監督(工事担当者)、又は検査をしなけ
ればならないと規定されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現在は、部分的な軽微手直しはあるが、工事の手直しは発生してないため、これ以上成果の向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

389 409

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

409

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

389

335 346

409

平成25年度

6354

平成26年度

346

契約内容に即した履行の確保

63

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

検査事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

検査を必要とする契約、受注者及び担当者

0

（当初予算)

10,000

1
（目標値)

2,000

100% 100%

10,000

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

直接検査・間接検査
検査対象の事前準備（受付及び契約書、設計図書、その他関係書類の確認）及び実地検査

該当施策なし

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
自治法第２３４条の2第１項、同施行令１６７条の15、国立市検査事務規定法令根拠

検査担当

中村徹

所属課行政管理部

0

10,000

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

契約件数（検査対象）

適正履行件数

工事手直し件数（契約瑕疵）

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

直接検査件数

間接検査件数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・直接検査
１件130万円以上の工事、修繕又は製造その他の契約、その他契約担当者が検査員の検査を必要と認める契約を対象とする。
検査は、受注者に対して、契約書、設計図書、その他関係書類の確認及び実地検査を行う。契約担当者、工事担当者同席の上、検査を実施する。また担当部署とともに工事成績評定の
作成する。
・間接検査
対象は直接検査対象以外の委託及び小規模工事等
検査は、担当課長の確認の翌日から３日以内に、確認書・関係図書に基づき、検査員が担当職員の説明を受けて精査する。
・検査関係資料の調査
検査対象の事前準備（受付及び契約書、設計図書、その他関係書類の確認）、書類作成を行う。

千円 0 0 10,000

差額

（決算）

10,000 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

10,000 10,000

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

10,000 0

1
2,000 0

0

0

0
0

1
2,000

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 10,000
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -10,000 -10,000

その他 千円

-10,000 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 7 0 1 0 4 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-1,644 0 -27

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,547

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,620 -1,647

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 100

1,547

0

00

0

0

物に係るコ
スト

0
00 0

1,544

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

10

50

0

50
0

1
20

100 0

0

1
10

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

50 100

0

0
00

1,644 0 27

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
東京市町村総合事務組合は、東京都全市町村（３９市町村）で組織され、東京自治会館の設置、管理及び運営に関する事務等を共同処理している。東京市町村総合事務組合の管理運営
に係る費用について、組織する各市町村で負担している。
なお、東京市町村総合事務組合参画事業は、管理運営費分のほかに、職員課所管の研修運営費分（共同で実施する職員の研修に関すること）及び防災課所管の消防運営費分（非常勤
消防団の損害補償、退職報奨金・賞じゅつ金の支給などの事務）がある。

千円 0 0 1,620

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

負担金支払回数

関係会議出席数

0

00 0 0
0

0

0

0

1,647

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

東京市町村総合事務組合

不適切な管理・運営回数

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京市町村総合事務組合規約（昭和６３年４月１日東京都知事許可）法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

管理運営費負担金の支払事務
担当課長会への出席　等

同上

（決算）
単位

1
（目標値)

20

100% 100%

50

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

東京市町村総合事務組合

0

（当初予算)

0

0

100

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

東京市町村総合事務組合参画事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

0
0
0

（決算）（Ａ）

0

1,570

0

千円

千円

0
人

平成26年度

1

適正に管理・運営を行うことができる

2 22

1 1

1

0

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

0

1,544

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

1 1

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 1,570

千円

0 0 0

0

0

0

0

-23
0

0
-23

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京市町村総合事務組合への管理運営費の支払い及び担当課長会への出席は、公金の支出を伴うことや所
管課長の出席が必要であることから、市が行わなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

東京市町村事務組合への負担金を負担することで、広域的に処理した方が効率的な事務を行っており、市単
独で成果を向上させることはできない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担金額については、東京市町村総合事務組合規約第１４条第２項により、「負担金の総額及び組織市町村の
負担すべき額は、管理者が組合の議会の議決を経て定める」と規定されており、毎年度組合議会で決定され
る。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

東京都の３９市町村で組織され、共通する事務事業を共同で処理を行う
東京市町村総合事務組合に参画することは、各市の事務の効率等を考
えると意義は大きい。そのため、組合の管理運営費として負担金を支出
することは必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

構成する各市町村が規模に応じて費用を支出しており公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

負担金支払事務及び会議出席等の事務処理上、最低限必要なものである。

東京市町村総合事務組合の研修費分は職員課、消防運営費分は防災課で事務処理を行っている。
ただし、性質の異なるものであるため統廃合ができない

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

東京市町村総合事務組合の構成市から抜けた場合、市単独で研修や消防団の損害賠償等の事務を行わな
ければならない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 1 0 1 0 1 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-109 0 -51

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -54 -105

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 100

0

0

00

0

1

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 4

千円

うち委託料 千円

10

50

0

50
0

1
20

100 0

0

1
10

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

50 100

0

0
00

109 0 51

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例」により、東京都知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することと定められている。
その規定の中で、私立学校の下記の事務について、各市が行うこととされている。
○学校教育法第4条第1項の規定による設置廃止、設置者の変更及び収容定員に係る学則の変更の認可
○学校教育法第10条の規定による校長を定めた旨の届出の受理
○学校教育法第13条の規定による閉鎖命令
○私立学校法第6条の規定による報告書の提出の要求　　等
⇒各学校等から提出される認可、届出等指導監督事務並びに東京都からの各種調査集計回答事務及び各種通知事務を処理している。
平成24年度・平成２５年度国立市所管学校は、専修・各種学校とも0校。＊20年度末に東京テクニカルカレッジが中野区に移転

千円 0 0 54

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

認可・届出の受理・審査件数

種調査・照会・通知・証明件数

件

0

00 0 0
0

0

9

105

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

専修学校

各種学校

認可・届出の受理・審査処理件数

各種調査・照会・通知・証明処理件数

総務課

平　康浩

所属課行政監理部

庶務管財係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

照会、通知事務

1．指導監督事務　2．調査事務　3.照会・通知事務
4.証明事務　5．担当者会議

（決算）
単位

1
（目標値)

20

100% 100%

50

9

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内専修学校及び各種学校（東京都直轄校を除く）

0

（当初予算)

0

100

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

私立学校関係経由事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

4
0
0

（決算）（Ａ）

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

所管する学校の適正な指導監督及び各種認可・届出・調査等の確実な実施により、適
切かつ円滑な私立学校運営を推進する

00

9 9

5

平成25年度

0

0

平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

9

0

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

1

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

校

校

件

件

件

✔

0 0

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

5 9 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

認可・届出を受ける事務を含むため、行政がおこなわなければならない。
本来は東京都知事の権限であるが、東京都条例により権限が各市に委譲されている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現在、所管学校０校のため、指導監督事務はなかったが、設置認可を受けるにあたっての事前相談に対する指
導を行うとともに、都から各市に依頼される調査回答や通知事務について実施をしており、成果を上げる余地は
無い。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費としては、消耗品及び郵便料といった最小限の予算のみである。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

私立学校に係る事務は、東京都条例により、各市が事務処理を行うことと
されているので、事務内容についての改善余地はないと思われる。
また、事務内容において総務課所管の私立専修・各種学校事務と児童青
少年課所管の私立幼稚園事務とは重複する部分があるが、私立専修・各
種学校の認可は事務手続きが複雑であるため統合することは難しい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

調査・通知等で私立幼稚園関係と重複するものが多数ある。
東京都の主管課が同じであり、他市においても同一の課で事務処理をしているところもある。ただし、私立専修
学校や各種学校等の認可については事務手続きが複雑なため統合することは難しい。

×

私立学校に係る事務は、東京都の条例により、各市が事務処理を行うこととされているので、事務内容についての
改善余地はないが、私立幼稚園事務と重複する部分もあるので、事務の合理化・効率化を図るために、同一部署
で処理することについて、検討の余地がある。 成

果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

私立幼稚園事務は、幼保一元化等の動きのなかで、平成20年11月の組織改正において、学校指導課所管の幼稚園事務が保育園事務を所管する児
童課に統合された。専修・各種学校事務と私立幼稚園事務を同一部署で処理することで事務の効率化の可能性があるが、現在では所管部署が異なる
ため組織的な問題を解決する必要がある。

「市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例」により、市長が処理する法定事務である。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 7
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

廃止した場合は、自治法上の地方公共団体の区域の確認・確定ができなくなる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

行政境界確定に係る測量費・図面等の作成費用及び証明書交付手数料は、申請者負担であることから、公平・
公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の人件費

コスト
削減 維持 増加

未確定の行政区域について、確認申請を受けた際に、隣接市とともに立
会い、確認作業を行うが、自治法上の地方公共団体の区域の確認・確定
事務であるため、必要不可欠な事業である。また、測量費、図面等の作
成費は申請者負担であるため、事業費としての見直し余地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費なし

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

自治法上の地方公共団体の区域の確認・確定事務であり、市が実施すべき事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

自治法上の地方公共団体の区域の確認・確定事務であり、対象・意図とも妥当である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

0 1

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

件

件

件

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

4

1

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

4

0

4 0

0

平成25年度

0

平成26年度

隣接市との間で確定される

1

0

0

0

千円

千円

0
人

0

0
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

行政区画確定事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

行政境界

0

（当初予算)

0

2,000

2
（目標値)

400

100% 100%

300

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・行政境界確定協定締結件数1 件（国立市北）
・行政境界証明書交付件数     0件

行政境界の確認申請があった際に、行政境界確定協定の締結事務

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

2,000

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

未確定行政境界の確認申請数

行政境界証明申請数

行政境界の確定数

行政境界証明数

0

0

0

0

00 0 0
0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

行政境界協定件数

行政境界証明件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
未確定の行政区域について、確認申請を受け調査・審査の後、該当市及び地権者と公図、実測図をもとに現地で立会い、確認作業を実施し該当市と協定を締結する。
また、確定済の行政境界の証明依頼があった際には、証明書を作成し交付する。

千円 0 0 300

差額

（決算）

2,000 0 1,700

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0
0
0

300 2,000

0

0
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,000 0

0

2
60

0

340

1,700

0

1,700
0

2
400

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 2,000

0

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -300 -2,000

その他 千円

-2,000 0 -1,700

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 7 0 1 0 3 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-5,741 0 -34

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,776 -5,810

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 2,900

0

0

00

0

134

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 2,776

千円

うち委託料 千円

-20

-100

0

-100
0

2
580

2,900 0

0

2
600

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

3,000 2,900

0

0
00

5,741 0 34

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
①市有施設（建物、工作物、動産）及び国立市所蔵の美術品が火災等による損害を受けた場合に備えて、全国市有物件災害共済会の建物総合損害共済に加入している。
②庁用車両の事故による損害賠償責任や車両修繕の必要性が発生した場合に備えて、全国市有物件災害共済会の自動車損害共済に加入している。
③自動車の強制保険である自動車損害賠償責任保険に加入している。
④市有施設の瑕疵や業務上の過失により市民が傷害を負った場合に備えて、全国市長会の市民総合賠償補償保険に加入している。
※全国市有物件災害共済会、地方自治法第２３条の２の相互救済事業として誕生し、平成25年度末の建物総合損害共済では660市が加入、関東では170市が加入している。

千円 0 0 5,776

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

全国市有物件建物共済加入件数

全国市有物件自動車共済加入件数

0

00 0 0
0

0

2,841

0

5,810

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市有施設（建物、工作物、動産）
庁用自動車（特別会計、教育委員会等
を除く）
建物共済保険　　支給額／損害額

自動車共済保険　支給額／損害額

総務課

平　康浩

所属課行政管理部

庶務管財係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・全国市有物件災害共済加入（建物共済、自動車共済、市所蔵美術品）
・自動車損害賠償責任保険加入
・市民総合賠償補償保険加入

同上

（決算）
単位

2
（目標値)

580

100% 100%

3,000

100 100

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・市有施設（建物、工作物、動産）
・庁用自動車（特別会計及び教育委員会車両、コミュニティバス等を除く）
・美術品

0

（当初予算)

-

0

2,900

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

建物、車両等損害賠償保険加入事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

2,776
0
0

（決算）（Ａ）

0

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

43

・市有施設が火災等により損害を受けた場合に補償される。
・庁用自動車が事故を起こした場合に補償される。
・国立市所蔵の美術品が破損事故等にあった場合に補償される。

153 153173

44 44

153

2,910

平成25年度

44

-

平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

100

-

4344

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

134

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

173 153

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

2,910 2,841 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市有施設や庁用自動車等を対象とする保険加入事務のため、市が実施する事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

保険料は、建物の再取得価格や自動車の耐用年数、人口等に基づき算定される。
損害額は、事故の状況により決定するため、火災や自動車事故等を起こさないようにする以外方法はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

保険料の算定は、建物共済は建物の再取得価格、自動車共済は車の車両価格や使用年数、自賠責保険は車
の種別・用途、市民総合賠償保険は人口を基礎に、それぞれ保険料が決まるので削減する余地がない。動産
保険は保険会社の見直しにより、削減を行った。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

市有施設の損害や自動車事故の損害賠償等で発生する想定外の支出
に対応するため、各保険に加入することは必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市の財産や市民を守るための事業費であり公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

保険加入事務に係る必要な事務量であるため、必要最小限の人件費である。
ただし、自動車事故等が発生すると、事故の対応や保険会社との調整、保険金請求等の事務が余計に発生す
ることから、業務時間を削減するためにも、事故防止に努めることが重要となってくる。

・特別会計については、一般会計と各特別会計とで会計が異なる。
・教育委員会については、市長部局と教育委員会事務局とで組織が異なる。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市有施設の損害や自動車事故の損害賠償・車両修繕等で想定外の支出が発生した場合に対応できない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 1 0 1 0 1 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現状では特になし

ア） 訴えられた事件について応訴しなければ、相手方の損害賠償請求等の主張をそのまま認めることになる。
法の規定による提訴の場合は、訴訟提起しなければ違法となる。このため、事業の廃止・休止はできない。
イ） 事業を廃止した場合、発生した法律的問題に即時適切に対応できなくなるため、廃止・休止はできない。

○ ×

ア） 適正に運営されているものと考えるが、随時業務体制の見直しを行っていきたい。
イ） 相談件数、相談内容（難易度等）等を精査し、近隣類似団体の例を参考にして、平成１９年度から顧問料の減
額（1070千円→700千円）を行っており、今後も適正に制度運営を行っていきたい。 成

果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

ア） 市が当事者となった訴訟又は法の規定により当事者となるべき訴訟に関するものであり、適正である。
イ） 市の行政運営上生じた諸問題に関する相談業務であり、適正である。事業の性質上、受益者に偏りが生じ
るというものではなく、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ア） 業務のプロセスについては、随時見直しを行っており、適正な状況であるため、削減の余地がない。
イ） 市内部で生じた問題に関し、弁護士の指導、助言を仰ぐものであり、人件費の削減余地はない。

庁内に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

ア） 市が当事者となった訴訟案件又は法の規定により当事者となるべき
訴訟案件についての事務であり、高度に専門的な知識、資格を必要とす
るため弁護士と契約して業務を行っており、また、訴額の多寡及び訴訟難
易度によっては、指定代理人（職員）のみで対応することもあり、適正な業
務運営であると考える。
イ） 市の行政運営上生じる様々な問題に法律面からの適切な助言、指導
を得るうえで必要不可欠なものであるが、相談件数、相談内容（難易度
等）等を精査し、近隣類似団体の状況等を見て報酬額等を随時見直して
いくことが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
ア） 訴訟が発生した場合にこれを解決させるため、今後も現状の体制を維持していく。
イ） 顧問弁護士関連事業は、市の行政運営上生じる様々な問題に法律面からの適切な助言、指導を得るうえで必要不可欠なものであるが、相談件
数、相談内容（難易度等）等を精査し、近隣類似団体の状況等を見て報酬額等を随時見直していくことが必要である。

ア）　訴訟制度が存在し、これを活用しようとする人がいる以上、事務事業を廃止することはできない。（応訴しなければどのような請求内容でも敗訴し
て確定してしまう。）

ア） 高度に専門性を要する事務事業であり、今後も、成果を下げずに適切なコストで実施できるよう、事件ごとに対応を検討していく。
イ） 相談件数、相談内容（難易度等）等を精査し、近隣類似団体の例を参考にして、平成１９年度から顧問料の減額（1070千円→700千円）を行ってお
り、今後も適正に制度運営を行っていきたい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

ア） 高度に専門性を要する事務事業であり、弁護士と契約して行っている。訴額の多寡及び訴訟難易度によっ
ては、指定代理人（職員）のみで対応することもあり、これ以上の削減の余地はない。
イ） 顧問料について見直しを行い、１９年度から減額しており、適正である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市が当事者となった訴訟事件や市の行政運営上生じた法律的な問題に係る相談であり、当然市が行うべき事
業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

ア）　基本的に訴えられた訴訟事件への対応又は法の規定による訴訟提起であり、成果の向上を図る余地はな
い。
イ）　現状では、法律相談を行った職員はすべて問題を解決できている。今後はこの水準を維持していくため、
成果の向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

2,558 6,832

0 700

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

4 7

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

人

件

件

件

100%

0

1,194

0

#DIV/0!

物件費
1,194
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

15

2

441434

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

700

0

0

6,781

435

1

15 27

6

2,558

平成25年度

64

平成26年度

A　訴訟事件の解決（和解、取下げ、判決等言渡し）
B　行政運営上生じた諸問題を適正、適法に解決できる。

7

700

0

千円

千円

0
人

1,364
1,351

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

訴訟・顧問弁護士関係事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）　訴訟事件
イ）　職員

0

（当初予算)

5

3,750

3
（目標値)

750

100% 100%

3,750

27

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

ア）　訴訟代理人との契約、委託料支払、書面、証拠等の作成・整理、出廷、出廷記録の作成、相被告等の関係先との連絡調整、（提訴等について）議会への報告
イ）　弁護士との契約、相談内容・日程等の調整、報酬の支払

25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

情報管理課

岩澤明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

7,008

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

訴訟の件数

職員数

解決事件数

問題を解決した件数

0

6,832

5

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

訴訟の件数

法律相談の件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
ア）　訴訟関係事務：訴訟代理人（弁護士）の選任、契約及び委託料の支払、指定代理人の指定、提出する書面、証拠等の作成等、出廷、訴訟進行管理等を行う。
イ）　顧問弁護士関係事務：弁護士と顧問契約を結び、市の行政運営上生じた様々な法律的な問題について市職員が相談して法律面からの助言、指導を得て、適正、適法に解決する。
（主な業務内容）
ア）　①訴訟代理人の選任・契約・委託料支払②指定代理人の指定③書面、証拠等の作成等④出廷⑤出廷記録等の作成・整理⑥相被告等の関係先との連絡調整⑦（提訴、判決等に際
し）議会への報告
イ）　①弁護士との顧問契約②職員からの法律相談の受付③相談内容、日程等の調整④必要に応じて相談への立会い⑤報酬の支払
（予算の内訳）
ア）　旅費、需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費、手数料）、委託料
イ）　報酬

千円 0 0 5,814

差額

（決算）

11,287 0 1,194

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

3,750 3,750

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

3,750 0

3
750 0

0

0

0
0

4
750

700

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,364

千円

うち委託料 千円

1,194

物に係るコ
スト

0
00 0

0 3,750

700

2,545

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

700

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,814 -7,008

その他 千円

-11,287 0 -1,194

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 1 0 1 0 1 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-751 0 16

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

13

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -356 -340

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 300

13

0

物に係るコ
スト

0
00 0

13

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

3
55

275 0

3
60

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

300 300

0

751 0 -16

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業開始の経過】
地方自治法、地方税法等の規定により設置される委員会に関する従来からの事業である。
【事業の具体的な手順、詳細】
（事業の内容）
審査申出の受付、委員会開催日程の調整、課税担当課との連絡調整、各種資料収集・整理、定期協議会関連事務、委員報酬の支払を行う。
（主な業務内容）
①審査申出の受付②委員会開催日程等の連絡調整③課税担当課との連絡調整④審査に要する各種資料、証拠書類等の収集・整理⑤定期協議会関連事務⑥委員報酬の支払
（予算の内訳）
委員報酬、筆耕翻訳料、負担金

千円 0 0 356

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

審査申出の件数

定期協議会の出席回数

件

0

00 0 0 0

190

273

340

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

審査申出の件数

決定数

情報管理課

岩澤明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
地方自治法、地方税法、国立市固定資産評価審査委員会条例、固定資産評価審査委員会規程法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

委員会の開催、定期協議会への出席、研修会への出席（職員）、委員報酬の支払

25年度と同様。審査申出があればその受付、委員会開催日程等の連絡調整、課税担当課との連絡調整、審査に要する各種資料・証拠書類等の収集・整理も行う。

（決算）
単位

3
（目標値)

60

100% 100%

300

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

評価対象となる固定資産の所有者、委員、職員

0

（当初予算)

2

275

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

固定資産評価審査委員会事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

46

（決算）（Ａ）

27

10

0

千円

千円

0
人

平成26年度

1

審査申出事件の解決、適正な固定資産評価を担保する。

0 20

1 1

2

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

13

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

-19

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

回

件

✔

0 0

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 10

千円

0 190 0

0

0

0

0

3
0

0
3

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

地方自治法、地方税法及び市条例に基づき市に設置される委員会であって、市が行わなければならない事業
である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

審査申出があって初めて開催される委員会であり、議会の同意を得て選任された専門の委員が審査を行うもの
で、成果向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

審査申出が発生した際は、委員により、適切かつ充分な審査が行われるよう、スムーズな事務執行に努めることが求められる。

法令の規定により審査を行う主体として市以外に機関が設置されるなど、法令の規定による現行の制度が廃止された場合は、事務事業が廃止される
可能性がある。

審査申出が発生した際は、委員により、適切かつ充分な審査が行われるよう、スムーズな事務執行に努めることが求められる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最低限で行っており、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

地方自治法、地方税法及び市条例に規定された行政委員会であり、廃
止・休止をすることはできない。審査事例を検討し、より効率的な運営方
法等を考えていきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

固定資産の評価に不服を持つ者が、市長部局とは異なる第三者機関としての行政委員会に審査の申出を行う
ことができるよう法定された、国民の権利利益を救済するための制度であって、むしろ公平性を担保するための
事業である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最低限で行っており、削減の余地はない。

委員会の設置は法定されており、他に方法によることはできない。

×

地方自治法、地方税法及び市条例に規定された行政委員会であり、継続することには考慮の余地がない。審査事
例を検討し、より効率的な運営方法等を考えていきたい。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

地方自治法、地方税法及び市条例に規定された行政委員会であり、現行制度を維持すべきものではあるが、審査申出が発生した際は、委員により、適
切かつ充分な審査が行われるよう、スムーズな事務執行に努めことが求められる。

法定された事務事業であり、廃止・休止することはできない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） 0  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-14,250 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -14,250 -14,250

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 14,250

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

4
2,850

14,250 0

4
2,850

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

14,250 14,250

0

14,250 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業の内容）
議案・資料等の審査・調製・送付、議会の招集、議決条例・予算の処理等を行う。
（業務の内容）
①予定案件及び委員会報告事項の報告依頼　②議案、資料等の審査、印刷、点検及び丁合　③議会の招集告示、通知
④議案送付　⑤提出議案の掲載　⑥会議結果報告等の処理　⑦可決条例・予算の東京都への報告
定例会（４回：３月、６月、９月、１２月）、予算特別委員会（３月）、決算特別委員会（10月）、臨時会（不定期：必要に応じ開催）　⑧議案番号簿及び議会資料番号簿の管理

千円 0 0 14,250

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市議会等の開催数 回

0

00 0 0 0

14,250

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市議会等の開催数

期日どおりに開催された市議会等の開
催数
議案等の差し替え件数

情報管理課

岩澤　明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
地方自治法及び国立市議会定例会の回数に関する条例等法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

定例会4回、予算特別委員会及び決算特別委員会各1回、臨時会開催ごとに伴う一連の事務

該当なし

25年度と同様

（決算）
単位

4
（目標値)

2,850

100% 100%

14,250

3 0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市議会

0

（当初予算)

6

14,250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

市議会関係事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

ア）期日どおりに開催される
イ）正確に議案等が送付される

7 67

6

平成25年度

7

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

1

7

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

回

回

件

✔

7 7

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

条例や予算等の議会の議決を求める議案等を取りまとめ送付する事務であり、民間等に委託する事務ではな
い。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市議会は期日どおりに開催されており、向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

現状で成果は満たされているため、課題は特にないと考える。

法改正

今後も適正に制度運営を行っていきたい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

現状で成果は満たされている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

受益者負担にはなじまない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

平成１６年第１回定例会から、原則課長職の議案については、自席のパソコンで閲覧できるよう共有フォルダに
掲載するようにした。よって４０部の議案作成及び丁合作業が減った。

庁内に類似事業がない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

特になし

廃止・休止は不可

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
10  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 5 0 1 0 1 1 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現状で課題はない。

各部署の業務で利用されているため。市のデータの推移が把握できなくなるため。
 
 

○ ×

発行部数は、発行の都度、検討が必要であるが、その他については特段の改革改善はない。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

誰でも無料で閲覧できる環境が整っているため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

データの入力、校正等は正規職員一人と必要時に臨時職員を採用し行っているためこれ以上の削減はできな
い。
 

他に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

現状で成果は満たされている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特段の課題はない。

市民及び庁内関係部署等、各方面から市のデータに対するニーズがなくなった状態。

閲覧環境を担保するために、冊子の発行は不可欠である。しかし、発行部数は、実績や実情等を踏まえて、発行の都度、適正な数量であるかを検討す
る必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

冊子に限らず、市のホームページでも閲覧できるため、適当な作成部数を再考する。250部から200部に発行部
数を減らしても、それによって不便を生じないため、平成２３年度から200部にした。
 

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市に関するデータなので、市で編集・発行するのが効率的である。
 
 
 

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市のホームページで閲覧ができ、利用環境が整っているため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

193 221

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

45 46

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

課

人

冊

課

件

100%

0

11

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

74,381

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

0

72,909

5 3

193

平成25年度

137

平成26年度

ア）市に関する基礎的資料を施策に活かしてもらう。
イ）市に関するデータを提供することで、市の現状を知ってもらう。

141

0

千円

千円

0
人

182
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

統計くにたち発行事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）庁内各部課
イ）市民

0

（当初予算)

1,250

1
（目標値)

250

100% 100%

1,250

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

統計書の作成、配布、販売。

該当施策なし。

平成２５年度と同じ。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

情報管理課

岩澤　明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

1,443

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

部課数

人口

業務上利用したことのある部課数

ホームページのアクセス数

0

221

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

配布部数

販売部数

冊

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　５月に庁外事業所、６月に庁内関係部署に資料提供を依頼。原稿を取りまとめたのち、編集をする。翌年１月に印刷製本を発注。3月に発行して、庁外協力事業所や各部署、近隣市、依
頼があった大学等に配布。２５年度は２００部作成し、１４１部を配布。
　情報公開コーナーで閲覧または購入可能。購入の場合は１部５５０円。閲覧については、図書館や市ホームページでも可能。
 
 
 
 
 
 
 

千円 0 0 1,432

差額

（決算）

1,471 0 11

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,250 1,250

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,250 0

1
250 0

0

0

0
0

1
250

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 182

千円

うち委託料 千円

11

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,250

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,432 -1,443

その他 千円

-1,471 0 -11

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
11  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 5 0 1 0 1 1 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現状で課題はない。

統計調査を行う上で必要な情報が得にくくなる。

○ ×

都市統計協議会会則により、実施事業が定められているため、国立市単独で改革改善はできない。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

ブロック会議で得た情報等は、市民や事業所が対象となる統計調査に活かしているため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ブロック会議の参加等にかかる時間については削減できない。
 
 
 

他に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

この事業により、他市から有益な情報が得られ、これを各種統計調査に
活かすことができた。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

他市と意見交換をして、有益な情報を得ることが、この事業の主たる部分であり、現状これは十分に満たされている。このため特段の課題はない。

東京都市統計協議会が解散した場合。

必要最低限のコストで事業を実施しており、特段の課題はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担金の金額は各市一律で決まっているため、国立市独自での変更はできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

統計調査業務を円滑に行うために各市と意見交換の場を持つことと、周辺各市の比較統計書は庁内各業務を
行う上で必要であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状、意見交換の場として十分機能しているため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

22 30

0 10

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

2 2

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

冊

回

人

100%

50

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

1

2

82

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

10

0

0

0

121

3

107 108

22

平成25年度

3

平成26年度

ア）実施される統計調査について、意見交換することで調査を円滑に行う。
イ）表彰を行うことで統計調査に対する意識の高揚を促す。
ウ）市に関する基礎的資料を施策に活かしてもらう。

2

10

0

千円

千円

0
人

22
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

東京都市統計協議会参画事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

担当職員
登録統計調査員
庁内各部課

0

（当初予算)

500

2
（目標値)

100

100% 100%

500

1

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

近隣市ブロック会議
統計調査員の表彰
統計書「東京としとうけい」の発行

ブロック会議により得た情報等を活用して、各種統計調査を円滑に実施する。

平成25年度と同じ。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都市統計協議会会則法令根拠

情報管理課

岩澤　明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

632

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

担当職員数

登録統計調査員

ブロック会議出席回数

表彰者数

100

30

0

1000 0 100

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

ブロック会議開催回数

「東京としとうけい」配布部数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・近隣市と意見交換の場としてブロック会議を実施。
・統計調査員の表彰。
　　登録統計調査員のうち、調査の成績が優秀で他の模範となる人物を推薦する。
・統計書「東京としとうけい」の作成
　　幹事市が原稿を取りまとめ毎年発行する。

千円 0 0 532

差額

（決算）

640 0 100

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

50
1
50

500 500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

600 0

3
100

1

0

100

0

0
0

2
100

10

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 22

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 600

10

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

10

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -532 -632

その他 千円

-640 0 -100

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
12  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 5 0 2 0 1 1 1 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現状で課題はない。

法定受託事務であるため、廃止・休止の判断はできない。

○ ×

大きな問題等はないため、現状を維持する。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事業の全てが委託金によるため、市民の負担はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要な時期のみ臨時職員を配置する等、必要最低限の人員で業務を行っているため。

他に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

現状で成果は満たされている。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

現状で課題はない。

基幹統計調査が法定受託事務でなくなった場合。

現状で課題はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は全て委託金によるため、削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法定受託事務であるため。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状で十分な回答を得ているため。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

5,053

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,617 6,670 5,068 0

0

0
0

1,617 6,670 5,068

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

6,545 5,068

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

％

71%

1,475

4,982

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

5,053
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

0
6,545

平成25年度 平成26年度

調査に協力してもらう。
各統計調査対象の実態を明らかにし、行政施策の基礎的資料を得る。

0

千円

千円

0
人

1,563
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

各年・その他基幹統計調査事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）調査対象（市民、事業所・企業、農家等）
イ）国又は地方自治体等

0

（当初予算)

9,200

4
（目標値)

1,840

85% 64%

9,300

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

学校基本調査、建設工事統計調査、工業統計調査、平成２５年住宅・土地統計調査、2015年農林業センサス調査区設定、平成26年経済センサス‐基礎調査及び平成26年商業統計調査
準備事務、経済センサス調査区管理

各種施策の基礎資料になる。

学校基本調査、建設工事統計調査、工業統計調査、2015年農林業センサス、平成26年経済センサス‐基礎調査及び平成26年商業統計調査、経済センサス調査区管理、平成27年国勢調
査調査区設定

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
統計法法令根拠

情報管理課

岩澤　明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

18,695

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

調査客体数

調査票回収率

2,950

5,068

0

2,9500 0 2,950

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

調査票の配布枚数 枚

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
各年・その他基幹統計調査を実施する
（統計の種類）
１、５年に一度　国勢調査、住宅・土地統計調査、就業構造基本調査、農林業センサス、商業統計調査、経済センサス等
２、各年　工業統計調査、建設工事統計調査、学校基本調査等
(業務の内容）
①調査区の設定②指導員・調査員の任命③指導員・調査員に対する説明会の実施
④調査の実施⑤調査票の回収・点検⑥指導員・調査員に対する報酬の支払い⑦調査票の提出

千円 0 0 10,863

差額

（決算）

17,218 0 7,832

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,475
1

1,475

9,300 9,200

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

12,150 0

4
1,860

1

-20

2,850

0

-100
0

4
1,840

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,563

千円

うち委託料 千円

4,982

物に係るコ
スト

0
00 0

0 12,150

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,246 -12,025

その他 千円

-12,150 0 -2,779

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
13  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 1 0 1 0 1 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現状では特になし

事業を廃止した場合、公益通報を適正に受け付けることが困難になり、問題である。

○ ×

通報件数、処理方法等について、国や都の調査も利用し、他団体の状況を把握し、改善点があればその都度検討
していく。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公益についての通報が適正になされうるよう手続を整備することが不公平とはいえない。不適切な事実が発生し
ているときにこれを通報し得る者が対象となっているのであり、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

市の職員等による通報については公益通報相談員、外部通報者からの通報については情報管理課が受付窓
口となり、この種別に応じて処理することになる。現状が適切である。

庁内に類似事業がない。

コスト
削減 維持 増加

公益通報に関する手続を整備することは、公益通報者保護法施行から数
年が経過し公益通報の概念が国内においても浸透し始めた現在では、必
要不可欠なことといえる。他団体の状況等も把握しながら、今後の対応に
ついても検討していきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

通報があった場合に適正にこれを受け付けるため、今後も現状の体制を維持していく。

市の事務事業に関する内部通報者を保護すべき主体、市の機関が処分・勧告等の権限を有する事実についての外部通報者を保護すべき主体、適切
な公益通報先を教示すべき主体として、国立市以外の、国・東京都等による機関等が設置されることがあれば、この事務事業は見直し・廃止となる可
能性がある。

他団体の状況等も把握しながら、今後の対応について検討していく。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

公益通報相談員への報酬は、事業導入時に顧問弁護士の助言に基づいて設定したものであり、適正である。
なお、公益通報相談員へ報酬は、通報があって初めて発生する。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市の職員等が、市の事務事業に関する公益通報を行う場合の手続を整備することは、市が行うべき業務であ
る。また、市の機関が処分・勧告等の権限を有する事実についての公益通報の受付、調査等も、市が行うべきも
のであり、通報先を誤った場合の教示をすることも、行政機関として当然の責務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市の職員等による通報については公益通報相談員、外部通報者からの通報については情報管理課と、受付窓
口が適切に設定されている。事業開始から通報は未だ１件もないが、法令違反等の事実が発生しなければなさ
れない通報であり、窓口も適正に設置されている以上、これを維持することが適当といえる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

432 434

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

件

件

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

0

750750

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

249

0

0

740

0

0 0

441

平成25年度

0

平成26年度

ア）通報者の不利益にならずに、公益通報相談員に対し、市の事務事業に係る不当な
事実を通報することができる。　イ）通報者の不利益にならずに、市の機関が処分・勧
告等の権限を有する事実の通報ができる。または、教示を受け、適切な行政機関に通

0

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

公益通報関係事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ア）市の職員（嘱託職員、臨時職員を含む。）、市の出資団体の役員・職員、市の業務を受託し、若し
くは請け負った事業者の役員・従業員、指定管理者の役員・従業員等
イ）外部通報者     ウ）市の事務事業

0

（当初予算)

25

3
（目標値)

5

100% 100%

25

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

弁護士との契約
※公益通報の実績なし

弁護士との契約、実績に応じて報酬の支払、内部通報について公益通報相談員から通知があった場合は市長による措置、外部通報の受付、調査、権限機関による措置、教示

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計 公益通報者保護法、国立市公益通報に関する要綱、
国立市委嘱弁護士報酬等基準

法令根拠

平成２０

情報管理課

岩澤明宏

所属課行政管理部

文書法制係

0

25

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

職員数

事務事業数

通報者の不利益となった件数

教示等の件数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

内部通報件数

外部通報件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業開始の経過】　平成１８年４月１日から公益通報者保護法が施行され、公益通報という概念が周知されるようになった。市においても、公益通報がなされた場合の手続等を整備する必
要が認められ、平成２０年４月１日から国立市公益通報に関する要綱を施行し、同手続を定めたものである。
【事業の具体的手順、詳細】
（事業の内容）　市の職員等が市の事務事業に係る不当な事実等を発見した場合（内部通報）に、通報者の不利益にならないよう配慮しながら、公益通報相談員が受付、調査、市長への通
知を行い、通知を受けた市長が違法行為の是正、告発、懲戒処分等の措置を行う事業である。　また、市の機関が処分・勧告等の権限を有する事実について外部の労働者から通報があっ
た場合は（外部通報）、同様の配慮をしながら、当該事実に関し処分・勧告等の事務を担当する課等の長に引き継ぎ、当該課等の長が調査し権限機関に報告し、権限機関が法令に基づく
措置等をする。市の機関が処分・勧告等の権限を有しない事実については、窓口である情報管理課が対象行政機関を教示する。
（業務の内容）　　内部通報：①公益通報事務に関する弁護士との契約　②実績に応じて報酬の支払　③公益通報相談員から通知を受けた場合、市長が違法行為の是正、告発、懲戒処分
等の措置を行う。
外部通報：①情報管理課が窓口となり公益通報の受付　②主管課長等が調査し権限機関に報告、権限機関による措置等の実施　③市の機関が処分・勧告等の権限を有しない事実につい
ては、対象行政機関を教示する。

千円 0 0 25

差額

（決算）

274 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

25 25

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

25 0

3
5 0

0

0

0
0

3
5

249

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 25
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -25 -25

その他 千円

-274 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 3 0 1 0 1 0 8 8 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-70,991 0 1,222

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -66,767 -65,545

その他 千円 1,059

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 76,960

0

8

00

2,783

-611

物に係るコ
スト

0
014,400 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 10,520

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

8
12,000

76,200 0

10,800

8
12,000

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 14,400

1

時間 9,600

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
1

1,280

60,000 60,000

9,600

2,560
99

90,837 0 -611

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
住民の居住関係を正確に記録し、適正な管理を行う制度であり、あわせてその居住関係の公証を行う。
（業務の内容）
・住民異動届の受理（転入、転出、転居等)　　・住民基本台帳及び戸籍の附票の管理　　・住民票の写しの交付、証明書の発行、住民基本台帳の一部の写しの閲覧　　・市区町村への通知
・ＤＶストーカー被害者の支援措置　・住民基本台帳ネットワークシステムの再稼動に伴う住基カードの発行。
（事業費の内訳）
嘱託員報酬、住民基本台帳事務経費（臨時職員賃金、消耗品費、テレホンサービス委託料、住民基本台帳ネットワークシステム保守委託料等)

千円 0 0 87,480

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

住民異動処理件数

住民票等の写しの交付件数

件

16,200

00 0 2,560
1,280

0

14,464

86,869

1,075

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

証明を必要とする人

各課
窓口及びテレホンサービスでの申請件
数
行政事務への適正な情報を迅速に入手
できた各課の割合

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

市民係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
住民基本台帳法、住民基本台帳法施行規則　法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

a 住民移動処理
b 各所証明書発行作業

市民サービスの向上と行政の合理化を図れる。

延長開庁（毎週水曜日）の実施
マイナンバー制度導入準備

（決算）
単位

8
（目標値)

12,000

76% 75%

76,960

100 100

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

ａ　証明を必要とする人
ｂ　各課
ｃ　住民基本台帳に登録されている人

0

（当初予算)

45,000

8

60,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

住民基本台帳事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

10,439
2,784
81

（決算）（Ａ）

0

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

55,000

ａ　住民基本台帳の記録に基づいて、居住関係を証明できるようになる
ｂ　法令で定める様々な行政事務へ適正に迅速に情報を入手できるようになる
ｃ　市民等が権利の行使や義務の履行ができるようになる

15051 20,00019,121

51,386 54579

75,000

9,901

平成25年度

16

43,624

平成23年度
（決算）

173

0

0

0

6,768

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

100

43934

1616

-1
-73

（Ｂ）-（Ａ）

-70
0

0

78%

0

-538

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

課

件

件

％

✔

74,381 74303

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

9,909 14,637 0

0

0

0

0

0
0

0
0

333 263 273

0

19,321 19,986 18,436
0 0 0

665

1,137 16
0

0

0 0 0

611

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 20,713 21,324 19,846

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

住民基本台帳法に基づく自治体固有の事務であり、妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

・受付時の正確な聴き取り、入力時の確認・チェックを徹底する。
・接遇研修を徹底し、より丁寧、親切な窓口対応により市民からの苦情の発生を防ぐ。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

事業自体が市の根幹を成すものであり、大きな変化は求められないが、市民に対し迅速・丁寧に対応を心がける必要がある。

市民に対し、適正なサービスを提供するため、効率的な職員配置（受付窓口と庶務の分業制等）が求められる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

消耗品費・通信運搬費などについては、在庫管理など徹底し削減を心がけている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　既存住基システムの更新により、異動処理・証明発行における操作性
が格段に向上し、入力ミス等は減少した。その反面、窓口におけるトラブ
ルは少なくない。したがって、より丁寧でわかりやすい接客が求められて
おり、嘱託員も含めた接遇研修の徹底が必要不可欠である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

手数料については、近隣の自治体とバランスを図っている。また窓口申請か郵送申請かにより手数料に差をつ
けており、公平性を保っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員の適正な配置（経験者職員の配置）、嘱託員制度の改善（勤務時間数・時間単価の見直し等)。

自治体の根幹をなす事務であり、統廃合は考えられない。

×

・住基ネット再稼働により求められる個人情報保護対策の徹底　・窓口サービスの質の向上。
・正規職員、嘱託員のセキュリティ研修並びに接遇研修などの実施。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

法令に定められた自治事務であり、様々な行政事務の基盤になっており廃止・休止はできない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 1 0 2 0 3 0 1 0 8 9 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-14,788 0 290

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -15,479 -15,189

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 20,240

0

0

00

138

-35

物に係るコ
スト

-300
-4503,600 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 717

千円

うち委託料 千円

0

-450

0

0
0

8
3,200

20,050 0

2,700

8
3,200

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 4,050

1

時間 2,700

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
1

320

16,000 16,000

2,400

640
99

20,754 0 -485

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（印鑑登録) 本人又は本人から委任を受けた代理人の申請に基き印鑑登録を行い、印鑑登録証（カード）を交付する。また、改印希望者には、登録された印鑑を廃止して、新しい印鑑を登
録する。カードを亡失した際は、一旦登録を廃止し、再登録をする。
（登録証・証明書発行) 厳格な本人確認のもとで印鑑登録証を発行する。印鑑登録証を提示していただくことで、印鑑証明書を発行する。
（廃止処理) 死亡者・転出者は職権で印鑑登録の廃止処理を行う。また、死亡、転出以外で廃止を希望する方には廃止処理を行う。

千円 0 0 21,407

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

新規印鑑登録数

印鑑登録証明書発行数

件

4,050

00 0 640
320

0

704

0

20,922

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

満15歳以上の住民登録している市民数

外国人登録者数

印鑑登録者数／印鑑登録希望者数

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

市民係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市印鑑条例、国立市印鑑条例施行規則法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

　印鑑登録・印鑑登録証の交付と印鑑登録証明書の発行・印鑑登録の廃止・印鑑登録証の交換・成年被後見人に対する事務処理。

金銭の借り入れや不動産の登記など、社会生活上重要な手続きに用いられる印鑑を公的に証明する。

２５年度と同じ。

（決算）
単位

8
（目標値)

3,200

72% 73%

20,690

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

印鑑登録及び廃止・交換を希望する国立市に住民登録をしている全市民（15歳未満、成年被後見
人を除く)。

0

（当初予算)

100

8

16,000

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

印鑑登録事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

717
138
0

（決算）（Ａ）

0

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

27000

印影の写しが登録してある印影と相違がないことを証明することにより、本人の同一性
が確認できる。

3164 350003440

26678 25705

66000

682

平成25年度

1288

100

平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

100

13001271

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

71%

0

-35

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

件

％

65426 65443

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

682 704 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

5,928 5,733 5,966
0 0 0

-195

0 0
0

0

0 0 0

-195

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 5,928 5,733 5,966

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

本人であることを証明することを目的に行われる公証行為であり、住民登録地である市町村が行う。明治期より
慣行的に行われてきたが、現在は条例に基づく自治体の固有事務である。公的機関が保証することで信頼され
意味ある証明となり妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

国立市に住所を有し、印鑑登録を希望する方や該当するすべての方に対し、印鑑登録証の交付ができる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

自治体が行う業務のため、廃止することはできない。

住基に関するシステムの変更により、効率性が上がることが期待できる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は事務に必要な最低限のものであり、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

照会書扱いとなった市民からの苦情があるが、厳格な本人確認を要する
事務であることを丁寧に説明し、理解を求める。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

国立市に住所を有し、住民基本台帳法により記録又は登録を受けている15歳以上の方全員に印鑑登録申請が
できる。登録手数料は無料で、印鑑登録証（カ－ド）の再発行は200円、証明書は、1枚につき200円で自己負担
の水準も適切であり、公平、公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請受付、登録、確認、廃止、交換の一連の作業を行っており、これ以上の削減は困難である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

　私法上特に重要な取引の際に使用される。条例に基づく行政事務であり、廃止、休止することは市民に対し
著しく不利益となる。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 3 0 1 0 1 0 9 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

番号標を貸与できなくなり、申請者の利便性を損なう。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

臨時運行許可申請手数料は、一車両につき750円（法定額）であり公平性を保っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

頻繁な事務ではないので、最低限の時間で実施している。

コスト
削減 維持 増加

前年度同様に、期限内に返却されない件数が多かった。期限内に必ず返
却してもらうよう努める。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

事業を廃止することは申請者の利便性を大きく損なうことになる。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

経費がかかる事業ではない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

道路運送車両法、同施行規則及び自動車臨時運行の許可に関する施行細則に基づく事業のため妥当であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

期限内に返却されない許可証及び番号標がときどき発生する。督促等によりほぼ回収しているが、期限内に返
却してもらえるよう徹底することが必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

30 31

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

組

件

件

100%

0

3

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

29

279

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

287

0 0

30

平成25年度

5044

平成26年度

0

正式に車検検査等を受けるための臨時的な運行をするため。

44

0

0

千円

千円

0
人

0

27
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

自動車臨時運行事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

・申請書の受理
・許可証及び番号標（仮ナンバー)の交付及び貸与
・許可証及び番号標(仮ナンバー)の回収

0

（当初予算)

300

0

1,600

8
（目標値)

320

100% 100%

1,600

9 0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・申請書の受理
・許可証及び番号標（仮ナンバー)の交付及び貸与
・許可証及び番号標(仮ナンバー)の回収

　許可証と番号標（仮ナンバー)が交付及び貸与されることにより、新規登録・検査及び車検切れ車両の継続検査や試運転ができるようになる。

平成25年度と同じ。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
道路運送車両法、同施行規則及び自動車臨時運行の許可に関する施行細則法令根拠

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

市民係

0

1,630

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

無し

臨時運行許可件数

期限後に返却された番号標の件数

0

31

0

00 0 0
0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

番号標（仮ナンバー）保有組数

番号標（仮ナンバー）失効組数

組

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
新規の登録・検査及び車検切れ車両の継続検査を目的とし、陸運事務所まで運行する者、整備・販売等のため回送又は試運転する者に対して、申請により許可証の交付及び番号標（仮
ナンバー)を貸与する。その後、有効期間満了日から5日以内に許可証と仮ナンバーを回収する。
（事務の手順）
臨時運行の目的及び経路を記入した申請書とともに申請者の本人確認資料を提示後、当該車両の検査証・自賠責保険加入証書を添付させ、自動車整備業者又は個人に自動車臨時運
行許可証と仮ナンバーを交付及び貸与する。返却期限を過ぎても、返却しないときは、督促を行い、なお、返却のない時は失効手続きを行う。毎年4月に前年度の許可件数を所轄の陸運
事務所に報告する。

千円 0 0 1,627

差額

（決算）

1,631 0 3

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0
0
0

1,600 1,600

0

0
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,600 0

0

8
320

0

0

0

0

0
0

8
320

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 27

千円

うち委託料 千円

3

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,600

0

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -1,627 -1,630

その他 千円

-1,631 0 -3

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 3 0 1 0 1 0 9 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,550 0 -106

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,242 -2,348

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 2,400

0

0

00

0

74

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 135

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

8
480

2,400 0

0

8
480

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
0
0

2,400 2,400

0

0
00

2,843 0 74

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
1.市報、ホームページに-募集記事を掲載するとともに、募集案内を市民に配布する。
2.東京都住宅供給公社へ配布状況を報告する。
【地元割当】
1.東京都都市整備局により示された募集計画・内容に基づき募集案内を作成し、市民に配布する。また、市報、ホームページにも掲載し、東京都住宅供給公社へ配布状況を報告する。
2.市民からの応募を受け付ける。
3.応募者に抽選番号を通知し公開抽選後、審査対象者を選出する。その後、審査対象者などに抽選結果を通知する。
4.審査対象者に対して入居資格審査を行う。
5.審査に合格した予定者を東京都住宅供給公社へ報告する。

千円 0 0 2,535

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

都営・都民住宅入居者募集都全体分の
実施回数
地元割当分の実施回数

0

00 0 0
0

0

443

2,609

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

都営・都民住宅入居者募集案内を取得
した人数
地元割当分の応募者数

都営・都民住宅募集案内の配布部数
居住が可能になった世帯数（地元割当
分）

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

市民係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

東京都全体の都営住宅・都民住宅の募集案内は５回実施した。
地元割当については２回実施した。

 住宅に困窮している低所得者に対して、安価な家賃で住宅を提供することにより、福祉の増進に寄与できる。

前年度と同様。ただし、地元割当の回数・割当戸数については、東京都から示されるので未定である。

（決算）
単位

8
（目標値)

480

88% 90%

2,400

6 20

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

都営住宅、都民住宅に入居を希望する方

0

（当初予算)

3000

0

2,400

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

都営（都民）住宅入居者募集事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

135
0
0

（決算）（Ａ）

0

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

3

都営・都民住宅募集の情報収集が得られ、都営・都民住宅への居住が可能になる。

6 46

2 3

3000

209

平成25年度

101

2816

平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

9

3029

150120

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

-32
0

0

90%

0

74

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

2816 3029

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 0

千円

209 443 0

0

0

0

0

0
0

0
0

293 261 293

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

-32

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 293 261 293

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

東京都による住宅困窮者対策であり、住宅に入居しようとする市民の利便性を図る上では妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例に基づき実施しており、成果向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

人件費がほとんどのため削減の余地はない。事務担当者は兼任である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

一定の成果は得られているが、地元割当募集分の戸数を増やして欲しい
旨の要望がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

入居を希望する人は、誰でも応募できるので公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

他の業務と兼務で行っており、作業時間も最低限度である。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

都営・都民住宅に入居を希望する住宅困窮者の利便性を損なう。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 9 0 1 2 4 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-250 0 4,750

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

4

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,000 -250

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 250

4

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

-950

-4,750

0

-4,750
0

2
50

250 0

2
1,000

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

5,000 250

0

250 0 -4,759

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業内容）
　・市区町村等の会員に対する機関紙「こくねん広報」の発行
　・毎年度協会発行の「国民年金法の解説」を購読して、国民年金実務担当者の参考としている。
（業務内容）
　　・日本国民年金協会総会の参加、普通会員費及び研修のための分担金を支払っている。
    ・国民年金事務を円滑に執行するため、日本年金機構南関東ブロック本部及び各年金事務所との情報の共有と協力・連携を図る。
    ・東京都国民年金協議会として、厚生労働省及び日本年金機構へ要望書提出活動

千円 0 0 5,013

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

総会出席回数

定期的な会合への出席回数

回

0

00 0 0 0

254

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

国民年金担当職員

研修会の参加職員

市民課

毛利  岳人

所属課行政管理部

国民年金係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

昭和36

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・第51回全国都市国民年金協議会総会及び研修会(8/30中央区)
・厚労省・日本年金機構へ「国民年金制度に関する要望書」の提出
・東京都市国民年金事務連絡協議会の定例会・研修会への参加

・平成25年度と同様

（決算）
単位

2
（目標値)

50

100% 98%

5,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国民年金担当職員

0

（当初予算)

2

250

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

日本国民年金協会・東京都国民年金協議会参画
事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

13

0

千円

千円

0
人

平成26年度

2

国の動向や区市町村の情報を入手することができる。円滑に事務を推進することができ
る。

1 11

2 2

2

平成25年度

2

平成23年度
（決算）

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度

2

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

人

✔

2 2

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 13

千円

0 0 0

0

0

0

-9

-9
0

0
-9

0
13 4 0

0

0
0

0 -9

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 13 4 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

市民の年金権の確保、年金制度の充実等協会に参画することにより、事務を円滑に進めることができる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

このような協会は他になく本来の役割を果たしているので適切である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民の年金権の確保のためのものである。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

最低限の人件費で実施している。平成26年度以降、制度改正があり事務量の増加が予想されるため、削減の余
地はない。

×

・社団法人日本国民年金協会は財政難等により、平成２５年３月３１日をもって解散し、ＮＰＯとして継続することに
なった。
　そのため、平成２５年度より日本国民年金協会参画事業は廃止となった。 成

果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

公的年金制度の周知や他市町村や国の動向等機関として役割を担っているので廃止・休止は影響有り。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 9 0 1 2 4 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

住民に一番密着した市町村での事務事業が廃止、休止した場合、円滑な事務が行えなくなる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

対象者は、すべて取得できるため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

窓口受付、資格確認、システム入力等典型的な業務であり、業務削減は難しい。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

今般の年金記録問題により市民の一層の年金権の確保と年金制度への信頼回復、日本年金機構より被保険者である市民宛て誕生月に『ねんきん定
期便』の発送にあたり市民からの問い合わせに対して積極的な説明、周知が必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現状維持を継続することが目的達成に必要である。削減余地は厳しい。今後20歳到達者等は減少する傾向にあ
るが、社会経済情勢上保険料免除申請等増加の傾向にある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

国民年金法（第3条第3項）により「国民年金事業の事務の一部は、政令の定めるところにより、市町村長（特別区
の区長を含む。以下同じ。）が行うこととすることができる。」とあり、市の法定受託事務となっている。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

現状では、住民に一番身近な場所で手続きできているので、向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

1,261

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 20,896 22,157 22,340 0

0

0
0

0
20,896 22,157 22,340

0

0

0

0

1,261

0
0

0
0

千円

3,275 5,207

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

47726 47190

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

件

件

26%

0

-86

0

#DIV/0!

物件費
-43
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

3755

2316

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

3,310

2329

3755 3917

47190

3,275

平成25年度

24002329

平成26年度

4200

身近な場所で各種手続きを円滑に行うことができる。

2316

0

千円

千円

0
人

3,361
1,673

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

国民年金資格取得等事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

20歳～60歳（65歳）までのすべての市民

0

（当初予算)

2400

2

19,750

2
（目標値)

3,950

11% 21%

20,008

3917 4200

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・国民年金該当者からの届出、申請を受け審査、確認し立川年金事務所へ届出書、申請書類等の送付
・国民年金保険料免除申請 ・ 及対応に伴う国民年金システム改修作業
・国民年金該当者の町名地番変更に伴う事務処理

・国民年金該当者からの届出、申請を受け審査、確認し立川年金事務所へ届出書、申請書類等の送付
・庁内基幹系システム改修に伴う国民年金システム改修作業
・国民年金該当者の町名地番変更に伴う事務処理

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国民年金法・国民年金法施行規則・国民年金市町村事務処理基準法令根拠

昭和36

市民課

毛利  岳人

所属課行政管理部

国民年金係

0

28,094

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

20歳～60歳（65歳）までの人口

年金加入手続き件数

免除申請件数

0

5,207

5,132

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

年金加入手続き件数

免除申請件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事業内容）
　・20歳からの国民年金加入手続き、再取得、喪失、種別変更手続き、住所・氏名変更手続き、手帳の再交付手続き、基礎年金裁定請求書及び障害年金裁定請求書に関する手続き、国民
年金保険料免除申請に関する手続き等
  ・年金受給者（未収録者）の現況届受付
　・市報に国民年金関連記事を毎月掲載
（業務内容）
①対象者抽出　②申請書受付　③資格の確認（添付資料の確認等）　④各届出書等立川年金事務所へ送付（進達）　⑤立川年金事務所より資格等確認後システム入力

千円 0 0 23,369

差額

（決算）

30,089 0 4,725

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

15,000 19,750

2,903

0
22

嘱託職員人件費計（Ｅ） 5,008
時間 2,866

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

24,882 0

2,940

2
3,000 950

4,811

0

4,750
0

2
3,950

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,361

千円

うち委託料 千円

-86

物に係るコ
スト

37
615,069 0

0 24,819

1,630

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,473 -5,937

その他 千円

-7,749 0 -3,464

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 3 0 1 0 1 0 9 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

３市で運営する共同事業であり、事業の廃止・休止はできない。また、市民の利便性を損ね、火葬料金の負担
にもつながり、市民サービスの低下になる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

3市で負担金を支払い、立川・昭島・国立市民のための施設であり、利用料金も無料である。また、３市以外の住
民の利用は有料で実施しており、公平性を保っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員１名が兼務をしているので、見直しの余地はない。

他に類似の事業はない。

コスト
削減 維持 増加

市民の利用率をさらに向上させる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

３市で共同運営する事業のため、聖苑において一定の計算式で負担金を算定しているが、今後負担金の減が
期待される。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

福祉の推進を図る意味においても、市が一定の負担金を支払い、国立市民が火葬および施設を無料で利用が
できるので公共性が高く妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

利用率向上のため、PRの改善等が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

63,904 62,524

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

546

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

100%

0

-1,152

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

546

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

546

63,904

平成25年度

66

平成26年度

・火葬場が無料で使用できる。・近隣地で火葬ができる。

6

0

千円

千円

0
人

65,056

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

立川・昭島・国立聖苑組合運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

3市在住の死亡者とその家族

0

（当初予算)

546

125

2
（目標値)

25

100% 100%

125

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

火葬場は立川・昭島・国立聖苑組合と称し、3市で火葬場の設置および管理を共同処理をしている。
年に数回、3市の市長・議員により立川・昭島・国立聖苑組合議会を開催している。また、立川・昭島・国立聖苑事務局と3市の職員による事務担当者会議が開催される。

立川・昭島・国立の市民は無料で優先的に火葬場を利用できる。

火葬場は立川・昭島・国立聖苑組合と称し、3市で火葬場の設置および管理を共同処理をしている。
年に数回、3市の市長・議員により立川・昭島・国立聖苑組合議会を開催している。また、立川・昭島・国立聖苑事務局と3市の職員による事務担当者会議が開催される。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
立川・昭島・国立聖苑組合規約法令根拠

昭和60

市民課

毛利岳人

所属課行政管理部

記録係

0

64,029

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

国立市在住の死亡者数

利用した国立市在住の死亡者数

0

62,524

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

立川・昭島・国立聖苑組合議会等への

出席回数

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
昭和６０年４月１日、立川市・昭島市・国立市は地方自治法第２８４条第２項の規定に基づき、福祉の増進を図る目的で火葬場を設置した。
火葬場は立川・昭島・国立聖苑組合と称し、火葬場の設置および管理を共同処理する一部事務組合で、3市の市民の使用料は無料である。
年に数回、3市の市長・議員により立川・昭島・国立聖苑組合議会を開催している。また、立川・昭島・国立聖苑事務局と3市の職員による事務担当者会議が開催される。

千円 0 0 65,181

差額

（決算）

62,649 0 -1,152

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

125 125

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

125 0

2
25 0

0

0

0
0

2
25

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 65,056

千円

うち委託料 千円

-1,152

物に係るコ
スト

0
00 0

0 125
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -65,181 -64,029

その他 千円

-62,649 0 1,152

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

2  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-60,421 0 194

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -50,136 -69,605 -60,809 -60,615

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

50,136 48,153

3,024
3,024

0

物に係るコ
スト

388
5825,012 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 12,462 12,462

千円

うち委託料 千円

0

-194

0

0
0

12
8,473

47,959 0

3,729

16
10,429

13
8,473

嘱託職員人件費計（Ｅ） 4,430

2

6

2

時間 2,953

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 7

1
388

42,365 42,365

3,341

1,552
139

60,421 0 -194

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
・戸籍事務は住民の親族的な身分関係を登録し、交渉する事務である。
・出生、死亡、婚姻、離婚など各種戸籍届出の法定要件を審査し、受理・不受理を決定する。届書に基づく戸籍記載及び管理をする。
・申請に基づき、戸籍謄本等の写しを交付する。

千円 50,136 69,605 60,809

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

戸籍法の届書に基づく処理件数 件

5,594

01,552

2
776
1,552 776

776
-776

9,438

60,615

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

本籍者の登録人数

非本籍地への送付件数

訂正件数

届出から記載審査までの所要日数

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

記録係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
民法・戸籍法、戸籍法施行細則法令根拠

22

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

戸籍届出の法定要件の審査及び受理・不受理の決定。
届書に基づく戸籍記載及び管理。
戸籍謄本等の写しの交付。

日本国民の出生、親子関係、婚姻関係などが公証されることにより、親族的身分事項が明らかになる。

前年度と同様

（決算）
単位

14 12
（目標値)

8,473

100% 100%

48,347

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

戸籍を有する者

0

（当初予算)

11

42,365

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

1,969
2,954

戸籍事務

千円

平成24年度

3,024

平成22年度

776

千円

9,126

時間

千円

人

千円

9,438
3,024
3,024

（決算）（Ａ）

57,143

千円

千円

45,630
人

2,297

平成26年度

戸籍法に基づき、親子関係、婚姻関係、身分関係などが公証される。

9,438

平成25年度平成23年度
（決算）

3,024

3,446

52,145

9,438
3,024 3,024

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-388

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

件

日

✔ ✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

12,462 12,462 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

戸籍事務は、法定受託事務であるため妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

戸籍の電算化によって、作成日数が短縮され市民の利便性につながっている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

法定受託事務でなくなれば可能なのかもしれない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

賃借料・委託料については削減の余地がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

戸籍を電算化したことにより、戸籍事務の正確性の向上及び事務処理時
間の短縮、戸籍謄抄本等の発行時間の短縮が図られ、市民サービスの
向上につながる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

戸籍謄本等の手数料は、地方自治法第２２８条第１項の規定に基づいて制定される政令で示される標準手数料
から国立市手数料徴収条例により定められているため公平、公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

戸籍事務の電算化により事務改善が見込まれ、人件費の削減が期待される。

法定受託事務であるため。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

戸籍法に基づく法定受託事務であり、廃止・休止はできない。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

他自治体との情報交換や職員の専門知識の低下や情報の低下にもなるので廃止・休止はできない。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

住民基本台帳人口等によって負担金が算定されており公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

専門知識を身につけるためには必要であり削減余地はない。

ほかに類似の事業がない

コスト
削減 維持 増加

専門的知識を身につけるためには必要なものであると考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担金は小額であり、協議会の規定でさだめられているので、当市単独で削減はできない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

戸籍事務・住民基本台帳事務はそれぞれ法定受託事務・自治事務であり、行政が実施するのは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

情報交換の場でもあり他市との共通認識が持てるということであまり向上の余地はない

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

回

人

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

600

平成25年度 平成26年度

・専門知識の向上
・制度の問題点を上部団体を通じ国へ要望する

840

千円

千円

600
人

（決算）（Ａ）

千円

120

時間

千円

人

千円

東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会参画
事業

千円

平成24年度平成22年度

120

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

戸籍及び住民基本台帳事務に携わる職員

0

（当初予算)

2

400

4
（目標値)

80

100% 100%

400

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

１．戸籍並びに住民基本台帳事務の研究協議及び職員研修会
２．法務局との情報交換

研究課題や発生した事例を共有化し、問題点を解決する

前年度と同様

（決算）
単位

6

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
東京都市町村戸籍住民票基本台帳事務協議会会則法令根拠

昭和１１

市民課

毛利　岳人

所属課行政管理部

記録係

0

400

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

戸籍及び住民基本台帳事務に携わる職
員

専門知識が向上した職員

制度の問題点を要請した件数

0

0

0240

2
120
240 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

研究会出席回数

研究会出席回数(互審会)

回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
１．戸籍並びに住民基本台帳に関する諸法令の研究・研修を行っており、職員が参加している。
２．東京都市町村長及び戸籍住民基本台帳事務に従事する職員で組織している。各市の職員により戸籍並びに住民基本台帳に関する諸法令を研究・議論し、改善点について上部団体
に提案する。また、同時に各市で情報交換を行い、認識や見解を共有する。

千円 840 840 400

差額

（決算）

400 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

1
400 400

0
31

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

2 2

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 0

5
120

5
80 0

0

0

0
0

4
80

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

840 400
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -840 -840 -400 -400

その他 千円

-400 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 1 1 1 2 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

現在は休眠状態であるが処理困難ケース発生の場合は、行政から中立的な立場で解決に当たる当委員会の
存在価値はあると思われる。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

保健・福祉サービスを受けているすべての人が苦情申立ができるため公平･公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

上記と同じ理由

コスト
削減 維持 増加

平成15年9月以来委員会を開催していないため、今後年1回程度、現状報
告等のための委員会の開催を検討したい。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

委員会開催がない限り事業費ゼロの状態である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市民が市の行う保健・福祉サービスを利用するにあたって、苦情等を公正かつ中立な立場で解決するためには
必要な機関である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

苦情解決委員会までに至るステップとして、①総合相談窓口対応→（処理困難）→②各セクション庶務担当係
長等で構成される「苦情等調査検討部会」へ→（処理困難）→③「苦情等解決委員会」での調査・検討と委員会
までに二段階の対応がある。③までに至らない理由として①及び各専門窓口担当段階での解決、又は管理職
段階で解決していることがあげられる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

#DIV/0!

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

平成25年度 平成26年度

苦情等を公正かつ中立的な立場で迅速に解決し申立人の保健・福祉サービスに対す
る満足度を向上させる。

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

保健・福祉サービス苦情等解決委員会運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市が行う保健・福祉サービスにおける苦情・相談申し立てのうち処理困難ケース

0

（当初予算)

0

（目標値)

#DIV/0! #DIV/0!

0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

委員会開催実績なし

未定

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市保健・福祉サービス苦情等解決委員会設置条例及び施行規則、苦情等調査検討会設置要綱法令根拠

福祉総務課

藤崎秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

苦情申立人

苦情申立が認められた人／苦情申立人

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

委員会開催回数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市が行う保健・福祉サービスにおける苦情・相談のうち処理困難なケースについて、学識経験者2名、保健・福祉関係者3名により構成する保健・福祉サービス苦情等解決委員会(市の諮問
機関)において、公平・公正な立場から行政対応が適正に行われていたか否かを判断し、改善点の提案や行政への業務是正を行う。

千円 0 0 0

差額

（決算）

0 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0 0

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

0

0

0

0
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 0
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 0

その他 千円

0 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 1 0 1 1 2 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

身元不明者で埋葬されない遺骨を安置する目的で市が施設を設置したものであり、継続的な維持管理が必要
である。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市民を対象とした慰霊堂である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

必要最低限の業務時間である。

身元不明者で埋葬されない遺骨を安置する目的で市が慰霊堂を設置したものであり、他に同様の事業が無い。

コスト
削減 維持 増加

身寄りがなかったり、身元のわからない無縁仏を安置する慰霊堂を、昭和
４８年に市が設置したものであり、設置者である市が遺骨の管理、追悼
式、施設の清掃・維持管理等を継続的に行うことが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

身寄りのない方慰霊堂内のお骨が満杯となり、市独自納骨堂管理では対応不可となった場合。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

維持管理上最低限度必要な事業費であり、削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

身元不明者で埋葬されない遺骨を安置する目的で市が施設を設置したものであり、維持管理が必要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

身元不明者で埋葬されない遺骨を安置する目的で市が施設を設置したものであり、維持管理が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

19 22

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

1 1

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

3

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

10

3

1

19

平成25年度

33

平成26年度

身元不明者の遺骨を安置、追悼する。

3

0

千円

千円

0
人

19
10

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

慰霊堂管理運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

慰霊堂

0

（当初予算)

3

50

1
（目標値)

10

100% 100%

90

1 0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

滝ノ院の慰霊堂で毎年３月、８月、９月に追悼式を行う。関係者と日程調整し、花と線香を供える。

平成25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

昭和48

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

109

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

慰霊堂の数

追悼式の回数

納骨の回数

0

22

30

00 0 40
20

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

追悼式の回数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】身元不明の死亡者の遺骨を慰霊堂に安置し、年３回追悼式（３月・８月・９月）を行い、慰霊堂の清掃及び施設の維持管理をする。
【業務概要】慰霊堂の施設維持管理委託契約とその支払いの事務、及び追悼式への参列。
【予算科目】需用費、委託料。

千円 0 0 109

差額

（決算）

102 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1
20

50 50

40
1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

80 0

20

1
10 0

0

0

0
0

1
10

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 19

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 90

10

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -109 -109

その他 千円

-102 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

終戦後おおむね１０年周期で行われている事務で、戦後６０年以上を経過し、対象者も高齢化・減少化してきて
おり、今後事業が継続されるかは不透明ではあるが、戦争に係るものであり、継続・廃止どちらにせよ影響は出
る。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

国が公務死亡等の軍人・軍属に対し、戦後の節目の年に行われてきた戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の
支給であるが、戦後６０年以上を経過し、対象者も高齢化・減少化してきており、継続する必要性の疑問の声もあ
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響の
有無とその内容は？（そもそも、この事業
は、施策の目的や公益の増進に役立っ
ているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減で
きないか？成果を下げずにより正職員以
外の職員や委託でできないか？（アウト
ソーシングなど）

国の事業のため手続きが定められているので、削減できない。

国が公務死亡等の軍人・軍属に対し、戦後の節目の年に行われてきた戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支
給法に基づく法定受託事務であり、他に同様の事業はない。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

需用費及び通信運搬費のみである。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければなら
ないのか？税金を使う必要があるか、民
間や受益者ができる事業か？かつ、行
政が行うとした場合、国・都が行う事業
か、それとも市が行う事業か？

国が公務死亡等の軍人・軍属に対し、戦後の節目の年に行われてきた戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支
給法に基づく、法定受託事務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異はな
いか？何が原因で成果向上が期待でき
ないのか？

対象者が減少する中で、現状以上の成果の向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以外
他に方法はないか？類似事業との統廃
合ができるか？類似事業との連携を図る
ことにより、成果の向上が期待できる
か？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

平成25年度 平成26年度

対象者が、住所地の市役所で弔慰金等の請求及び国債を受領することができる。

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

旧軍人援護事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

戦没者等の遺族。

0

（当初予算)

500

1
（目標値)

100

100% 100%

500

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

① 特別弔慰金、給付金等の申請書類の進達。 ② 国債の代理受領事務。 ③ ①及び②に関する情報の市報掲載。

（市民の福祉向上に努める。）

平成25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

17

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

500

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表
す指標）

戦没者等遺族数

国債の受領件数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

戦没者等の弔慰金請求件数

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】
旧軍人、戦没者等の遺族に対する援護事務。
【業務概要】
① 特別弔慰金、給付金等の申請書類の進達。
② 国債の代理受領事務。
③ ①及び②に関する情報の市報掲載。

千円 0 0 500

差額

（決算）

500 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

500 500

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

500 0

1
100 0

0

0

0
0

1
100

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 500
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -500 -500

その他 千円

-500 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-543,312 0 -50,774

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,745,696

105,400

1,745,696

3,185

1,087

1,467
2,201

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -471,700 -522,474

その他 千円 23,885

収
入
内
訳

収入計（J）

44,752 40,883
千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

1,692,060

物に係るコ
スト

1,888,255

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 10,532

千円

うち委託料 千円

0

-728

0

0
0

11
20,801

120,448 0

10,962
0

10
18,910

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 8,649

1

時間 5,766

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
94,550 94,550

7,233

2,928
85

10,850

2,020,481 0 53,996

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

（目標値)

市内在住、滞在の人（住民票の有無を問わない。市内に現在生活している実態があること）

（当初予算)

104,005

人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
当該事業は日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、生活保護法において「国が困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保
障するとともにその自立を助長することを目的とする」法定受託事業。主な業務内容は次のとおり。①生活困窮者の面接相談。②生活保護の申請受理。③要否判定のための各種調査（書
類・訪問など）。④保護の決定（保護の開始）と通知。⑤保護費の支給、医療券の交付。⑥生活保護業務統計（保護世帯数、人員、扶助別対象人員、保護費の執行状況など）。⑦決定した
生活保護世帯の訪問調査（定期・随時）、面接、指導、指示。⑧処遇困難ケースに対する支援の検討と措置。⑨自立に向けての生活指導（就労支援・病気治療等）。⑩生活保護の廃止手
続き。⑪東京都市生活保護担当課長会への参加⑫東京都市福祉事務所査察指導員連絡協議会への参加

千円 0 0 1,808,719

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

生活困窮者相談回数

生活保護決定世帯数

回

16,443

0

00 0 0
1,464

-2,9280
7

11,619

10,836

0
53,636

0
53,636

11,778
634
0

11,778 0

0

0

0

1,862,715

20,140

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

都の指導検査指摘件数

就労によって自立した世帯数

（決算）
単位

10
18,910

26% 28%

106,127

12

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
　生活保護法法令根拠

昭和42

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

・生活困窮者の面接相談は343件。・生活保護の申請受理は143件。・保護の決定をした世帯は132件・訪問調査（定期・随時）を行ったのは896件。

困窮からの脱却、経済的自立

平成２５年度と同様

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

1,951

1,888,255

生活保護事業

千円

平成24年度平成22年度

10,532
2,551

（決算）（Ａ）

0

106

340

時間

千円

人

千円

千円

千円

0
人

平成26年度

経済的に困窮している世帯に対し最低限度の生活を保障する。また、自立に向けた援
助を行う。

343344 413

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0 10

3

74323

139 133 132

11,619

平成25年度

3 31 7

平成23年度
（決算）

0

0

（Ｂ）-（Ａ）

-3,869
0

0

27%

-1,464

1,087

0

#DIV/0!

物件費

％

分担金及び負担金
使用料及び手数料

千円

繰入金

千円

千円

千円

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

世帯

件

世帯

維持補修費

扶助費

その他

補助費等
繰出金

千円

1,692,060

千円

✔

74265 74381 74303

10

#DIV/0!#DIV/0!

0

-3,745
0

52,436

0
1,268,382 1,279,218 1,403,561

3,222

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,337,019 1,340,241 1,477,169 0

0

21,172

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

国民の基本的人権のひとつである生存権を保障し、誰もが最低生活のの保障を受けられることは国の義務であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

生活保護の目的でもある自立の助長は、ケースワークを充実させることにより成果の向上余地あり。但し、一人
のワーカーが担当する標準のケース数を超えているため、ケースワークを困難にしている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

市の事業で類似事業はないため。

事務事業名

政策名

施策名

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

ケースワーク充実に向けて、一人が持つケースワーク数の標準化と質の向上

事業費の削減をはかるために、被保護者の就労支援を充実させたいが、職員の延べ時間数を増加させられない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

就労可能な被保護者に対し、より充実した就労支援を行うことにより経済的に自立を助長し、保障費の減少・保
護の廃止につなげる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

非常勤職員の配置を行うことで、実施体制の強化は図られたが、いぜん
として、ケース担当数は多く、ケースワーカーの負担は大きい。さらに実施
体制の整備努めていく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

生活保護法に基づいた事業であるため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

× ×

複雑多岐にわたる相談をケースワーカー個人が抱え込んでしまいがちな業務のため、問題解決効率を妨げる。組織全体で問題解決に向かう意識づくり
が必要。ケースワーカーの相互の連携強化が求められる。但し、今後も生活保護が増加することを想定すると、意識づくりだけでは対応できす、保護件
数に見合う職員数も同時に必要である。

憲法にうたう基本的人権のひとつである生存権の保障であり、休止・廃止には至らない。

○
成
果

向
上

維
持

低
下

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ケースワーカの被保護者に対する訪問回数が規定回数に届いていない。年２回。現業員（ケースワーカー）の
訪問が回数に認められているため、他の職員またはアウトソーイングは不可

×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

社会福祉施設の全国一斉調査で、社会福祉行政の推進に寄与するものである。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状では必要最小限の事業費である。

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限の事業費である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

社会福祉施設の全国一斉調査で、国の事業であるが社会福祉行政の推進に寄与するものであり、必要な資料
提供をするものである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

定例的な統計事務のため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ 100%100%

✔

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

40

平成25年度

666 6 6

平成26年度

全国の社会福祉施設等の数、在所者数、従事者の状況を把握し、社会福祉行政推進
のための基礎資料を得る。

6

40

千円

千円

40
人

（決算）（Ａ）

千円

8

時間

千円

人

千円

社会福祉統計調査事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

厚生労働省大臣官房統計情報部長通知に基づき都福祉保健局が毎年1回行う社会福祉施設統計
調査
障害、老人、児童福祉施設の管理主管課に依頼し、各施設の状況調査を行う。

0

（当初予算)

40

1
（目標値)

8

100% 100%

40

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

各種社会福祉統計調査表の定例的な提出

２５年度同様

（決算）
単位

1

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

40

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

公共施設

統計調査の件数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

関係各課調査 課

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
厚生労働省大臣官房統計情報部長通知に基づき都福祉保健局が毎年1回行う社会福祉施設統計調査
障害、老人、児童福祉施設の管理主管課に依頼し、各施設の状況調査を行う。

千円 40 40 40

差額

（決算）

40 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

時間

目標年度 差額
（決算）

40 40

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

40 0

1
8

1
8 0

0

0

0
0

1
8

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

40 40
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -40 -40 -40 -40

その他 千円

-40 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 1 0 1 1 2 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-270 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -270 -270 -270 -270

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

270 270

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0
0

1
54

270 0

1
54

1
54

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数 2

270 270

0
22

270 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
福祉サービスの多様化に対応するため福祉部内に総合相談窓口を設置し、児童、障害、高齢等福祉全般にわたる相談・苦情等への初期対応を迅速に図るとともに、専門的な相談事業へ
の引継ぎを円滑にして保健・福祉サービスの利用支援を行う。

千円 270 270 270

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

総合相談窓口利用件数

0

00 0 0 0

270

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

2名の嘱託員をローテーションにより総合相談窓口に1名を配置・勤務時間を午前８時３０分から午後５時まで行った。
○相談内容に応じて、各専門的な部署に引き継ぐ。また、その場での対応が可能な相談については窓口にて対応(例:車椅子の貸し出し、宿泊費の助成等)

平成２６年４月１日より当課内に福祉総合相談係（ふくふく窓口）が新設されたことにより本事業も発展的に吸収された。

（決算）
単位

1 1
（目標値)

54

100% 100%

270

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

来庁する市民等

0

（当初予算)

2

270

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

福祉総合相談窓口事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

54

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

270

千円

千円

270
人

平成26年度

迅速に初期対応がなされる
(専門的な相談事業へスムーズにつながる。その場での対応が可能な相談について即
時に対応される。)

平成25年度平成23年度
（決算）

0

270

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

✔

％ 100%100%

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

総合相談窓口で処理できるものは処理を行い、各専門窓口対応が必要なものについてはスムーズにつなげる
ことにより、職員の対応が大幅に軽減される事務効率化が図られる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

相談窓口で処理する業務の選択肢が増えることによって、各専門窓口の業務が軽減され、より専門性が高めら
れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は再任用・嘱託の給与・報酬である。来庁する市民は児童、障害、高齢等多岐にわたるため対応には一
定程度の経験が必要であり再任用・嘱託の配置は妥当である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成12年７月の事業開始以来、福祉サービスが激変する中、制度に戸惑
い来庁する市民の側に立った対応に努めており、福祉の玄関口での事業
として定着してきている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

来庁する市民が対象であり、対応には公平・公正に努めている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

正職員の業務については、嘱託採用時の事務手続きや毎月の報酬支払い事務、初採用時の窓口での指導及
び都補助金関係事務で削減の余地はない。

類似事業として広聴担当の案内があるが、福祉総合相談窓口は福祉部の玄関口に設置され、まず交通整理す
るのが一義的な存在意義であり統合はありえない。

×

基本的には福祉部全体の業務を広く浅く把握しスムース゛に専門窓口につなげることであるが、相談窓口で処理で
きる業務の選択肢が増えれば、各専門窓口の業務が軽減され、より専門性が高められる。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

①来庁する市民が、どの窓口で対応してくれるのかわからずフロアースペースの流れからひとつの窓口で尋ね
ることが集中する恐れがあり、自らの業務ではない窓口対応が増大し負担が集中する。
②複雑な相談や苦情、高齢者の応対など入り口での不安を解消し一定の満足感をもたらすことができ廃止・休
止した場合は市民にとっても、窓口職員にとっても影響が大きい。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 1 0 1
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市民の経済的負担の軽減に役立っている。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

市民が利用するためのパンフレット作成、相談等必要最低限度の事務である。

コスト
削減 維持 増加

市民が安心して安価な葬儀が行えるよう、今後も市民に対し情報提供す
ることが必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし

協定の内容について、市民が利用しにくいなど、市民のニーズにそぐわなくなれば、見直しが必要になると考える。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

市民が利用するためのパンフレット作成、相談等必要最低限度の事務である。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

多摩地区２２市が類似する事業を実施しており、国立市も同様の支援が必要である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

定例的な業務である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

74265 74381

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

74303

平成25年度

2417

平成26年度

安心で安価な葬儀の斡旋を行い、市民の経済的負担を軽減させる。

24

0

千円

千円

0
人

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

葬祭相談事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民・協定葬儀取扱業者

0

（当初予算)

100

1
（目標値)

20

100% 100%

100

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

市民への協定葬祭事業所の斡旋
協定葬儀取扱業者の指定

平成25年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市葬儀用具等あっせん事業実施要綱法令根拠

昭和55

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

地域福祉推進係

0

100

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

相談件数

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

協定業者数 者

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業概要】葬祭についての形式偏重及び華美化の風潮を改め、市民又はその遺族が執り行う葬儀に関するあっせんを行い、もって市民の経済的負担を軽減させる。
【業務概要】市民への協定葬祭事業所の斡旋。協定葬儀取扱い業者の指定事務。
【予算科目】需用費、通信運搬費。

千円 0 0 100

差額

（決算）

100 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100 100

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 0

1
20 0

0

0

0
0

1
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 100
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -100 -100

その他 千円

-100 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 3 0 3 0 2 0 1 2 9 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-645 0 -109

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

1,543

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -433 -542

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 542

1,5431,334
0

物に係るコ
スト

6
942 0

2,600

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

20

109

0

100
0

6
120

645 0

30

4
80

嘱託職員人件費計（Ｅ） 33

0

時間 22

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0
400 500

28

0
11

3,245 0 318

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（目的）生活保護法による被保護者または、被保護世帯に対し、自立支援に要する経費の一部を支給することにより被保護者または、被保護世帯の自立及び社会参加の促進を図る。支援
事業は以下の5つである。
1.就労支援（面接用被服代、技能修得費補助、携帯電話機購入費、就職時の連帯保証費、母・子の病気等緊急一時保育料）
2.高齢者社会参加活動支援（ボランティア講座受講料、ボランティア保険料、シルバー人材センター年会費）
3.地域生活移行支援（高齢者等生活環境改善事業、生活支援事業、債務整理援助事業、住宅契約関係鍵交換費の支給）
4.健康増進支援（介護予防教室参加費）
5.次世代育成支援（学習塾受講料等の支給）
（支給の手順）
1.被保護者自立促進事業支給申請者に必要書類を添えて福祉事務所長に提出。

千円 0 0 1,767

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

就労支援人数

次世代育成支援人数

45

00 0 0 0

2,085

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

国立市の生活保護者数

国立市の生活保護世帯数

就労できた。または、継続できた人数

学習環境の整備が認められた人数

福祉総務課

藤崎　秀明

所属課健康福祉部

庶務係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市被保護者等自立促進事業経費支給要綱法令根拠

平成17

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

1.就労支援（被服等）　　11件　　・　　2.就労支援（携帯電話機購入費）　　3件　　・　　3.地域生活移行支援（高齢者等生活環境改善費）　　2件
4.地域生活移行支援（住宅契約関係鍵交換費）　　2件　　・　　5.次世代育成支援（学習塾受講料等の支給）　　11件

被保護者の自立を促進できる。

平成25年度と同様に被保護者または、被保護世帯に対し、自立支援をしていく。

（決算）
単位

5
（目標値)

100

25% 26%

433

11 13

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

生活保護を受けている人。生活保護を受けている世帯。

0

（当初予算)

15

1

600

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

被保護者自立促進事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

13

就労の機会を得ることができる。または、就労を継続できる。被保護者高齢者の健康を
増進し、生きがいの場が提供される。長期入院患者、長期入所者等の退院時の住居
が確保しやすくなる。中学生等の在宅での学習環境を整え、次世代の自立促進をめざ

14 1511

10 11

964

平成25年度

745

11

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

2,600

目標年度

10

14

766768

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

209
0

0

20%

0

0

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

✔

933 964

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 1,334

千円

0 0 0

0

0

0

0

0
209

0
209

1,334 1,543 2,600

0

0

0
0

0 209

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 1,334 1,543 2,600

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

生活保護は、憲法第25条（生存権、国民生活の社会的進歩向上に努める国の義務）の理念を基本とした生活
保護法に基づいている。また、生活保護法第19条において、都道府県知事、市長は保護の決定実施をしなけ
ればならない。自立促進事業は、その生活保護制度の目的の一つである自立の助長を促すために国と都の意
向により開始された事業であることから公共関与は妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

新規、継続就労の人数や、高齢者社会参加活動支援は、利用者を増やす余地がある。制度自体の見直しや利
用促進が必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

事業としては妥当であるが、被保護者への働きかけを増進し利用促進していく必要がある。

課題は特にない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

東京都の基準に基づいており、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

平成17年度7月より都の基準に沿った内容の事業として開始され、就労支
援、次世代育成支援などで効果をあげている。しかし、東京都でも補助項
目を増やしているため、今後は利用しやすいメニューを増やし、被保護者
への働きかけがいっそう必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

生活保護対象世帯の中で、この事業を利用したほうが良い被保護者には、市として告知しており、一部の受益
者に偏ることなく公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

被保護世帯に対する指導援助の中で、個々の状況に応じて自立促進をめざしているものであり、削減の余地は
ない。

現在のところ、類似事業がない。

×

事業の方向性としては、基本的には現状維持に近いが、活用を促進するための工夫や、意図の拡充を検討する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

被保護者の中には、ひきこもり等で就労できない若年者もいるため、就労支援事業を実施するうえで利用しやすいメニューを工夫していく必要がある。

この事業を廃止・休止にすると、生活保護世帯の自立促進がしにくくなり成果に影響する。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

2 5 1 1 5 0 2 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-5,355 0 695

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,850 -5,155

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 155

-450

物に係るコ
スト

70
105105 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 5,450

千円

うち委託料 千円

-70

-245

0

-350
0

8
10

155 0

70

8
80

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

400 50

70

0
1

5,355 0 -695

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

国保

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務事業の内容）
国民健康保険被保険者が死亡したときに葬祭費として、葬祭を行った方に葬祭費を支給する。
 ①申請受付②資格、収納状況確認③支払い事務
(予算の内訳）
負担金、補助及び交付金

千円 0 0 5,850

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

葬祭費受給者 人

105

00 0 0 0

5,200

5,155

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

被保険者数

給付率

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
国立市国民健康保険条例法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①窓口にて申請を受け付ける
②支給要件をみたしているかどうか資格、収納状況を確認する
③葬儀を行った方に口座振替で支払う

残された家族の経済的負担が軽減される。

前年度と同様

（決算）
単位

8
（目標値)

10

100% 100%

400

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

国民健康保険被保険者

0

（当初予算)

0.5

1

50

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

葬祭費支給事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

5,450

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

葬祭費に係る経済的な負担が軽減される

100 104109

20424

5,000

平成25年度

0.54

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0.48

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

-450

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

20133 20424

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

5,000 5,200 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

0

0
0

0 0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法定給付。保険者(市)が実施

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

法律改正により支給金額等の変更が生じた場合見直し。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

法律により金額を決定

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

嘱託員に業務を移した関係で人件費が多少下がった

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

今年度より事務を嘱託員に変更

国民健康保険事業に類似事業はない

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 1 4 0 1 0 7 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-7,778 0 -12

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -10,570 -10,582

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 10,582

-28

物に係るコ
スト

1,035
1,5534,364 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 174

千円

うち委託料 千円

-3

12

0

-15
0

7,778 0

2,917

1
949

2

嘱託職員人件費計（Ｅ） 2,811

2

時間 1,874

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,701
1

744

4,745 4,730

2,909

3,014
32

7,978 0 -17

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
○北市民プラザのサービスコーナー運営(市税収納、戸籍等証明書発行、高齢在宅サービス利用料の収納、介護保険料収納、学童保育育成料収納、保育料収納、ごみ処理手数料収納、
し尿処理手数料収納、国民健康保険税の収納)を実施している。

千円 0 0 10,744

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

取扱件数 件

4,376

3,4020 0 1,488
1,507

-1,526

200

10,728

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

取扱件数

生活コミュニティ課

立川　浩平

所属課生活環境部

市民プラザ

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

10

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

取扱件数　21,198

市民へのサービスの充実

証明書の発行及び市税等の収納窓口として、市民サービスの充実に努める

（決算）
単位

1
（目標値)

946

98% 99%

10,570

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市民

0

（当初予算)

21,800

3

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

市民プラザサービスコーナー運営事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

174

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

各種行政サービスが受けられる

21,779 21,80021,198

74,271

146

平成25年度

21,198

平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

21,779

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

97%

-763

-28

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

✔

74,265 74,492

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

146 200 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0

174 146 200 -28

0
0

0 -28

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 174 146 200

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市が行う各種行政事務の地域の窓口である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

利用業務の拡大

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

　利用者数は微増であるが、地域の特性でもある高齢者の来所者が多く、取扱い項目の複雑化及びそれ以外の事項についての対応が多く求められ
ている。臨時的に多数の取扱いを行う事業においては、担当者の派遣等による対応も考慮願いたい。

　最低限の人数（嘱託員を含む）で運営しておりこれ以上のコスト削減は不可能である。しかしながら本庁と同様な取扱いを求める市民も多数おられる。
取扱い事項の変更・増加等によっては、増員を考慮する必要ｇある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事業費で実施しているので削減の余地がない.

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

取扱業務の見直し。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

北、南プラザ（可能な業務）に窓口を設けることで、市民サービスの公平・公正を保っている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の時間で行っている。また、職員の嘱託員化は、すでに実施している。

×

取扱業務の見直し（拡大などを含む）を実施する。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

市民の利便性が低減する。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 4 3 2 4 0 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

関連部署との情報共有。
特に、女性相談については、ひとり親担当との連携が重要である。

高齢者や女性をはじめとして気軽に相談ができ、日常問題の解決が図られることは、市民生活にとって極めて
重要な事業であり、これを廃止した場合、市民生活への影響は大である。特に最近では、相談内容が多岐に
わたり、専門的な知識を必要とすることもあり、市として専門相談を行うことは極めて重要であると考える。

○

×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

同じ市民が複数回利用する可能性があるため、一部の市民のみの利用という偏りが生じない対策が必要であ
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

外国人相談の謝礼については、利用実績が少ないことから、利用があった際に謝礼を支払う方式に変更するこ
とによって削減が可能である。

身近に相談できる場所として市役所の相談は必要であり、統廃合・連携は難しい。

コスト
削減 維持 増加

予約者のうちで、実際に利用する率を高める工夫が必要。解決のための
方法がわかった利用者数の把握が必要。同じ市民が複数回利用する可
能性があるため、一部の市民のみの利用という偏りが生じないような対策
が必要。相談料の一部自己負担の検討余地がある。外国人の方の相談
のやり方の工夫が必要。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

高齢者が増加する中、相続、贈与に関するトラブルや新たに女性相談を始めたことに伴う需要が増えている。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

相談日数、報酬額ともに適正あるいは足りておらず、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

市民が安定した日常生活を営む上で、困った際の拠り所として行政が関わる必要がある。また、東京都が15年
度に都民のための法律相談を廃止したため、市が担う必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

予約者のうち実際に利用する人が89％（法律相談）であり、高齢者の利用が依然として多い。また、利用しても
問題が解決されたが未把握であるため、成果の向上余地はある。平成元年6月から実施している外国人相談に
ついては、市内在住外国人へのいっそうの周知、広報が必要と考える。DV.女性相談など、現代的課題への対
応も一層求められている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

74265 74381

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

60

240

0 0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

240

53 52

平成25年度

240217

平成26年度

60

解決のための方法がわかる。

214

0

0

千円

千円

0
人

0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

市民相談事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

日常生活において問題が生じた市民。

0

（当初予算)

240

0

2,500

1
（目標値)

500

100% 100%

4,840

60 60

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

法律・外国人・税務・不動産・登記法律・交通事故・行政・人権相談を実施。

該当施策無し

法律・外国人・税務・不動産・登記法律・交通事故・行政・人権相談を実施。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

昭和63

生活コミュニティ課

立川　浩平

所属課生活環境部

総合相談担当

0

4,840

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

人口

解決のための方法がわかった利用者数

0

0

0

2,3400 0 2,340
1,170

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

法律相談利用者数

税務相談利用者数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市民生活の安定を図る一環として日常生活の中で生じる法律問題等に対し専門家を配置した定例相談を実施する事業。
相談は8種類あり、法律相談は月4回、外国人相談が月2回、税務・不動産・登記法律・交通事故・行政・人権相談は月1回。1回あたり法律相談は5名、外国人相談は4名、税務・不動産・登
記法律は5名、交通事故・行政・人権は4名。市報20日号の広報に「翌月の相談」を掲載し、予約開始日には電話または来庁による相談の予約を受け付け、いずれも事前予約、当日面談方
法。相談日当日は市民相談ブースを使用し相談を実施。毎月末に相談員への報償費（謝礼）の経理をする（不動産、税務相談は上・下半期ごとの経理）。交通事故相談は日本弁護士連合
会、人権相談は法務省、行政相談は総務省が謝金なしで実施。登記法律相談は東京司法書士会と謝金無しの契約をしている。相談の利用実績は、毎年度庁内印刷により「広聴・相談の
記録」を作成し、理事者・部課長に配布・報告している。

千円 0 0 4,840

差額

（決算）

4,840 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

1,170
1

1,170

2,500 2,500

0

2,340
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

4,840 0

0

1
500

1

0

0

0

0
0

1
500

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 4,840
支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,840 -4,840

その他 千円

-4,840 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 8 0 3 0 1 0 1 3 9 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

#DIV/0!
-8,972 0 453

一般財源投入割合 ％ #DIV/0! #DIV/0! 100% 100% 100%
収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -9,237 -8,784

0
収入計（J） 千円 0 0 0 0 0 0 0

0
0 国・都及び庁内連携調整が不要となった場合。

その他 千円

0
繰入金 千円

使用料及び手数料 千円

0
分担金及び負担金 千円 0

0
都支出金 千円

0
国庫支出金 千円

0 -453

収
入
内
訳

0

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 0 0 9,237 8,784 8,972

0
その他 千円

その他

0 0 低
下 × ×

0
移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円 0 0 16 16 20

繰出金 千円
0 維

持 ○ ×
補助費等 千円 16 16移転支出

的なコスト

扶助費 千円
952 0 -453

成
果

向
上0

20

0 削減 維持 増加
物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,221 768

コスト
0

維持補修費 千円 23 107 128 84

-537 (4) 改革・改善による期待成果
うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

物件費 千円 1,198 661 824

0 0
人に係るコスト計（Ｆ） 千円 0 0 8,000 8,000 8,000 0

0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 千円 0 0 0 0 0
延べ業務時間 時間

0 0 0 0 0
嘱託職員従事人数 人

延べ業務時間 時間 0

0 0
再任用職員従事人数 人

0 係員が一体となり案件ごとに円滑に調整できた。
正規職員人件費計（Ｃ） 千円 0 0 8,000 8,000 8,000

0
1,600 1,600 0

3 3 3
延べ業務時間 時間 1,600

支
出
内
訳

人に係るコ
スト

正規職員従事人数 人

再任用職員人件費計（Ｄ） 千円 0 0

目標年度 差額
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

庁内連携事務取り扱い 件 4 4

4 3 事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

行政連携の円滑化は、全体への貢献となる。

4

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

連絡調整協議会等参加 件 11

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

２６市町

4

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

国・東京都

4 3

庁内連携事務 件 4 4
活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

協議会等連絡調整会 件 11

差額 やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

係員３名で全てを取り回している。
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

各事業の円滑化。
⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

名称 単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 目標年度

他に類似する事業がない。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
25年度と同様。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地国・都・他市、庁内 各行政間にまたがる事務を円滑に進めるための調整を図る。
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は、案件により持ち上がるもので立ち上がった案件について常に必要最小限の費用を心がけている。

行政間連携が円滑に行われれば、成果向上の余地はある。
国道・都道の事業連絡調整、国及び都からの建設関係事務連絡調整、建設副産物協議会、建設行政協議会、都市復興担当者連絡会、国による建設事業費調査、庁内建設関係事務連
絡調整、販売図書（白図）の管理、部内連携調整等、都市計画・まちづくり、建設行政全般にわたる連絡調整事務を取り扱う。また、国や都が立ち上げた都市計画及び建設行政にかかる新
規事業及び調査事務で庁内に担当部署がない場合の暫定事務を行う。都市整備部内の各課にまたがる庶務的な事務も取り扱う。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

行政間連携が阻害される。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地
不明

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） 成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事務事業の概要のとおり

目 事業コード
法令根拠 都市計画法、道路法ほか

一般

事業期間
✔ 単年度繰返

行政間の連携調整に関する事務である。

施策名 33 個別事業（どの施策にも属さない） 所属係 都市計画係 課長名 関　慎一

予算科目
会計 款

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

政策名 6 個別事業 所属部 都市整備部 所属課 都市計画課
なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

項

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

事務事業名 都市計画等共通事務（国・都及び庁内連携調整事務）
←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
10  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

1 0 6 2 0 1 5 5 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

財団としての活動ができなくなり、市民が文化・芸術・スポーツの機会が少なくなる。

○

×

より多くの利用者に各館が親しまれるよう、魅力的かつ効果的な広報手段を常に模索し続ける必要がある。
また、多くの市民団体の育成につながるよう、助成を実施することが求められている。

成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

公平且つ公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

協議等最低限の時間で行っているので削減の余地がない

類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

財団は円滑に運営されており現状特に問題点はない。
平成26年4月より平成31年3月末まで、引き続き4施設の指定管理者の指
定を受けた。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

魅力的かつ効果的な広報手段の模索、確率。また、より多くの市民団体への補助を実施し、多くの団体を育てることが課題である。

財団が運営する４館（芸小ホール、郷土館、古民家、総合体育館）を有機的に繋ぎ、効果的な広報を実施するとともに、市民団体への補助を行ってお
り、これ以上の縮減は難しい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

理事・評議員・事務局長に係る経常的な経費及び、広報、市民団体育成に係る費用のみであるため、これ以上
の削減余地はない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

くにたち文化・スポーツ振興財団は、「市民自らが行う文化及びスポーツの諸活動の育成と豊かな発展を積極的
に援助し、あわせて施設のより効率的な運営と市民サービスの向上を図る」ことを目的に、国立市が昭和62年7
月1日に設立していることから、市が関与することが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

事業の運営は最大限円滑に行われている。施設の運営管理はすでに指定管理者制度を導入している。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

0 0

0
0 7,200

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

1 1

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

人

回

団体

回

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

6

8

7430374381

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

10,353

0

0

0

74265

8

6 7

1

0

平成25年度

8

平成26年度

6

文化、スポーツ等の振興

8

0

7,200

0

千円

千円

0
人

0

0
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

くにたち文化・スポーツ振興財団運営支援事業

千円

平成24年度

％

平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

日常、文化・スポーツに親しんでいる市
民の割合

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

くにたち文化・スポーツ振興財団

0

（当初予算)

0

1,000

4
（目標値)

200

100% 100%

1,000

7 6

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

財団との定期的な協議。事業計画及び予算の精査、補助金額の決定・予算化、事業報告及び決算の確認。

市民の文化・健康の向上が図られる。

財団との定期的な協議。事業計画及び予算の精査、補助金額の決定・予算化、事業報告及び決算の確認。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
公益財団法人くにたち文化・スポーツ振興財団に対する助成に関する条例法令根拠

生涯学習課

津田智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

0

8,200

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

くにたち文化・スポーツ振興財団

人口(4月1日現在)

市民文化等活動団体（補助団体）

広報

0

0

0

0

00 0 0
0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

市民文化等活動団体（補助団体）

広報

団体

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
市民総合体育館や芸術小ホールの建設に伴い、市民に対して、優れた芸術鑑賞の機会をより多く提供できるように、また、市民自らが行う文化及びスポーツの諸活動の場の提供並びに、
諸活動の育成と豊かな発展を積極的に支援し、あわせて施設のより効率的な運営と市民サービスの向上を図る目的で、くにたち文化・スポーツ振興財団は設立された。その財団の健全な
運営と発展を図り、市の文化・スポーツの振興に資することを目的とし、その運営に要する経費の一部を助成する。本事業においては特に、財団の管理及び広報、市民団体育成等に伴う事
業への助成をする。
財団との定期的な協議。事業計画及び予算の精査、補助金額の決定・予算化、事業報告及び決算の確認。

千円 0 0 8,200

差額

（決算）

11,353 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0
0
0

1,000 1,000

0

0
00

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

1,000 0

0

4
200

0

0

0

0

0
0

4
200

10,353

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 1,000

7,200

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

7,200

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -8,200 -8,200

その他 千円

-11,353 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
11  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

一般 1 0 0 6 0 3 0 1 5 5 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

その他 千円

-2,951 0 -63収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -2,631 -2,694

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

千円

支
出
内
訳

0

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

946
1,110

0

0
00 0

0
0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,047

千円

うち委託料 千円

0

0

0

0

0
0

2
300

2
300

0

1,500

0
0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

0

時間 0

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

2,951 0

0

0

144 0

1,500

目標年度 差額
（決算）

0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ）

1,500 1,500

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
　国民の祝日に関する法律に基づき、1月の第2月曜日に成人式を実施する。
　新成人による成人式準備会を開催し、内容等を検討する。
　当日の司会等は、公募した準備会メンバーが行う。
（業務内容）　①会場予約　②準備会メンバーの公募　③準備会の開催　④対象者リスト打ち出し依頼　⑤案内ハガキ発送　⑥招待状発送　⑦会場設営委託契約　⑧ケーキパーティー委託
契約　⑨手話通訳及び吹奏楽団依頼　⑩プログラム印刷　⑪成人式リハーサル及び当日の進行
（予算内訳）　報償費、委託料、需用費、役務費、使用料及び賃借料

千円 0 0 2,631

差額

（決算） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

開催日数

準備会の開催回数

日

6

2

00 0 0
0

0

1,307

2,694

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

当該年度に２０歳になる新成人の数

準備会メンバーの数

参加者数

国立への愛着が高まった等の数

生涯学習課

津田　智宏

所属課教育委員会

社会教育・体育担当

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

成人式:平成26年1月13日開催（前日リハーサル）。
準備会:平成25年10月～12月の間で計6回開催。

該当施策無し

成人式:平成27年１月１2日開催予定（前日リハーサル）
準備会:平成26年10月～12月の間で計6回開催。

（決算）
単位

100% 100%

1,500

63

0

0

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

　・市内在住者及び小・中学校に通っていた等、国立にゆかりがあり、当該年度に20歳に到達する新
成人
　・準備会メンバー

0

（当初予算)

0

1,500

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

成人式開催事業

千円

平成24年度平成22年度

時間

千円

人

千円

千円

時間

1,047
980
0

（決算）（Ａ）

0

84

0

千円

千円

0
人

平成26年度

6

　・旧友・知人と再会する場を提供することで、新成人が自分を見つめ直す機会とす
る。
　・新成人の国立市に対する愛着を高めることができる。

2 22

6 6

平成25年度

13

446

目標年度平成23年度
（決算）

144

0

0

（決算見込み)（Ｂ）

0

1,066

2

0

0

（目標値)

300

522

14

-34
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

0

63

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

回

人

人

✔

818 823

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

物に係るコ
スト

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 84

0
1,110 1,307 0

0 0
84

0
0

63

84

0 0 0

0

0

0

0
0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

　1948年に「国民の祝日に関する法律」が制定され、1月15日を「成人の日」と規定し、翌年、旧文部省が全国の
自治体に成人を祝う式典に実施を求める通達を出し、全国で開催されるようになった。通達は、お願いであり法
的拘束力は持たないが、国からの強い要望であるため、全国の自治体の実施率は100％である。このことから
も、行政が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

　ここ5年間の参加率は60％前後であるが、不参加者の中には地方出身者や他の市町村の成人式に参加して
いる方がいることも考えられる。また、国立市の小・中学校に通っていたなど国立にゆかりのある方で、市外在住
者の参加希望者も、毎年50名程度あるなど、成果の向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

　市民の中に、新成人がいない場合。特段の理由により、成人式が開催できないと判断した場合。

必要最低限の予算で、対象者も市内の新成人と公平であるため、課題はない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

　本事業に係る会場設営委託料は、競争入札での落札であり、また、ケーキパーティー委託料においては、業
者の好意により人件費は計上されていない等により事業費の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

　成人式の開催にあたっては、新成人による準備会を設置してきた。メン
バーは公募・昨年度メンバーからの紹介により募集するが、年によってば
らつきがあり、人数確保に課題がある。式典内容については、24年度から
準備会メンバー発案の企画を取り入れて行っており、参加者・来賓からも
大変好評である。
　毎年、乱闘や騒動の防止の意味もあり、20人以上の職員が式典に関
わっており、警察には協力を依頼している。新成人が大人になったことを
自覚する機会として、その年に集まった準備会メンバーと、その年にふさ
わしい式典の内容を検討していく必要があるだろう。

(4) 改革・改善による期待成果

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

　新成人で、国立にゆかりのある方なら誰でも参加できるので、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

　準備段階から職員2人が担当している状況から、人権費を削減する余地はない。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

成人を祝うために市が行う行事として妥当であるが、式典内容については参加者の満足度をより高められるように、新成人の意見を取り入れながら
行っていく必要がある。

　従前のとおり、準備会を設置し新成人の声を反映させながら、継続して実施する。

成人を祝う行事として、全国的に定着している行事であり、市民からの問い合わせも多くあるため、期待度が高
い。

○ ×
成
果

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

維
持

低
下

公
平
性
評
価



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
9  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

1 0 0 8 0 2 0 1 5 7 6 7 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 -701

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -701

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 701

19

1,259

物に係るコ
スト

60
101101 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

120

701

0

600
0

0 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 600

60

0

0 0 1,960

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
文部科学省の平成25年度「公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム」の委託事業として25年10月より実施。国立市公民館では、支援プログラムの指定テーマより「若者の自
立・社会参画支援」を選択して申請した。3年間の継続事業として予定しており、平成25年度はその初年度にあたる。事業としては、全くの新規事業ではなく、これまでの公民館活動のなか
で培われてきた青年教室実践の基盤をベースに実施した。具体的には①「自立に課題を抱える若者」当時者（一般の若年層含む）向け学習事業②「自立に課題を抱える若者」の家族向け
セミナー事業③本事業の取組みを広く周知する講演等事業・事業記録等発行事業④関係者研修事業の4つのアプローチから各種講座等を実施した。次年度も引き続き、関係機関と連携
しながら、当事者や家族のニーズの顕在化を目的とした各種事業を実施していく。また最終年度には、関係機関との協働事業等を計画している。

千円 0 0 0

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

事業等実施回数 回

0

00 0 0 0

1,960

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

自立に課題を抱える若者とその家族

事業等への参加人数

公民館

石田　進

所属課教育委員会

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
教育基本法、社会教育法法令根拠

2725

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

①「自立に課題を抱える若者」当時者（一般の若年層含む）向け学習事業②「自立に課題を抱える若者」の家族向けセミナー事業③本事業の取組みを広く周知する講演等事業・事業記録
等発行事業④関係者研修事業の4つのアプローチから各種講座等を実施した。

自立に課題を抱える若者の社会参加につなげる。

25年度の取り組みを踏まえて、次の3つのアプローチによる事業を実施する。①「自立に課題を抱える若者」当事者が参加可能な活動の拡充と情報発信強化②「自立に課題を抱える若者」
の家族のネットワーク形成支援③「自立に課題を抱える若者」当事者(家族含む)の個別相談事業の試行。

（決算）
単位

2
（目標値)

120

#DIV/0! 36%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

自立に課題を抱える若者およびその家族

0

（当初予算)

1

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

社会参加につながった若者の人数

千円
0

自立に課題を抱える若者支援事業

千円

平成24年度

人

平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

千円

千円

0
人

平成26年度

ニーズを有する当事者と公民館との間につながりをつくる。

11

1,259

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

176

19
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

#DIV/0!

0

1,259

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

✔

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

1,259 0 0

0

0

0

1,259

0
0

0
0

0
1,259

0

0
0

0 1,259

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 1,259 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

子ども・若者育成支援推進法の制定等を契機に、不登校やひきこもり、ニート・フリーターなど、「自立に課題を
抱える若者」への支援が近隣市でも進められつつあるが、国立市内では16歳以上の若者のニーズに応える取り
組みが少ない。若者の自立に係る問題は、地域社会全体の問題であり、その解決には、地域内の雇用や教
育、福祉の関係機関が連携して対応する必要がある。よって行政主導で行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

関係機関・団体と連携しつつ、中長期的な視野で地道な取り組みを続けていくことが成果につながる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

教育委員会をはじめ関係する機関・団体の連携や、自立に課題を抱える若者の家族等への支援など、若者当事者のニーズに届く支援体制の整備と、
公民館で可能な社会参加支援モデルの構築が今後の課題である。

文部科学省の支援プログラムを活用した本事業は、最大で3年間の継続が可能であるが、短期間で問題解決を図るのは不可能であり、支援プログラム
の終了後も継続して地道な取り組みや関係機関との連携を積み重ねていく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国の補助金を活用しているため、計画どおり実施する。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

事業初年度の25年度は、「自立に課題を抱える若者」当事者向け講座事
業、家族向けセミナー事業に取組み、潜在的なニーズや課題の内実を明
らかにすることができた。また、本事業の取組みを広く周知する講演会事
業、活動記録誌等の発行、関係者研修の実施によって、庁内の関係部署
や公民館青年室関係者等と取組みへの共通理解をもつことができた。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

今後のまちづくりの担い手である若者の自立に係る問題は、地域社会全体の問題であるため、公平・公正であ
る。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

既存人件費のため削減できない。

課題の解決には雇用、教育、福祉の各分野からのアプローチが必要であり、各関係機関・団体が連携して対応
することで成果の向上が期待できる。

×

引き続き、若者当事者や家族のニーズの顕在化を目的にした事業を実施していく。併せて関係機関との戦略的な
連携関係を構築していく。

成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

短期間で問題解決を図るのは不可能であり、文科省の支援プログラム終了後も継続して地道な取り組みや関係機関との連携を積み重ねていく必要が
ある。

課題の解決には雇用、教育、福祉の各分野からのアプローチが必要となる。公民館にはこれまで青年室事業
等で培ってきた若者の「居場所」や「社会参加」のための機能がある程度整備されており、その機能を追加・拡
充・強化していくことは、地域全体の若者支援力を高めていくことにつながる。現状、社会教育機関として本課
題に対応できるのは公民館以外にはなく、廃止・休止の影響は大きい。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 1 0 6 0 1 0 3 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

歳出戻入納付書のシステムからの出力に変更するためのシステム変更費用を発生させないため平成27年度のシステム更改時に行う。

×

外部印刷している帳票を利用しないで財務会計システムを利用して出力する帳票を増やすことにより、印刷費の削
減だけでなく、作成時の誤りを防ぐことができ、会計事務の効率化につながる。

成
果

向
上 ○

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

平成24年度正職員1名減、嘱託員1名増、平成25年度再任用職員1名減、嘱託員1名増。
既に嘱託員を活用し、業務時間、人件費の削減を行っている。

類似事業はない

コスト
削減 維持 増加

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

今後の市の公会計制度導入方向決定による事業内容への影響と対応

平成27年度更改の財務会計システムは、今以上に効率的で、標準化された会計事務を行えるシステムにすること。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在財務会計システムからの出力に対応していない歳出戻入用納付書をシステムから出力することによる印刷
費の削減

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

会計事務は行政が行うべき。地方自治法第１７０条

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

担当課のチェックの徹底を促すことにより会計課での審査の精度を高められる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0

0
0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

615 725

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

15674 16000

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

件

件

円

100%

-1,600

-91

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

3900039000

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

106

37875

0

37875 39000

16000

615

平成25年度

1600015674

平成26年度

39000

正確に遅滞なく収入、支出する

16000

0

0

0

千円

千円

0
人

0

706
101
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

会計事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

収入、支出伝票

0

（当初予算)

0

4

50,000

5
（目標値)

10,000

100% 100%

59,635

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

指定金融機関を通じ納入された収入を調定どおりの歳入科目の収入にした。支出命令の内容を関係書類とともに審査し指定金融機関を通じて正当な債権者へ支払った。
購入価格30万円以上50万円未満の備品の現物確認を行った。
収納課及び介護保険係がコンビニエンスストア収納を開始したのに伴い収納代行業者からの収入を受け入れた。

公金を厳格・適正に且つ迅速に収支運用することにより行政の社会的信頼性を保持する。また、支出負担行為等の行政行為が適正に行われるよう指導に努めることにより行政における手
続き上の瑕疵をなくす。

財務会計システムの平成27年度更改に伴い会計業務の効率化が図れるような財務会計システムの導入。
公会計制度検討部会に参加し今後の方向性を検討する。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
地方自治法法令根拠

会計課

山田　英夫

所属課

出納係

0

59,195

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

収入伝票件数

支出伝票件数
公金口座残高と現金出納計算書残高の
差

-3,200

725

0

8,580

00 0 0
1,600

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

収入伝票審査件数

支出伝票審査件数

件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
（事務内容）
市の公金口座に納入されたすべての収入、各部署からの支出伝票について、法令及び関係書類に基づき内容審査し収入、支出する。また、収入、支出が正確に行えるよう環境を整え、そ
の内容を管理保管する。決算書を作成し報告する。
（業務内容）
収入支出内容の過誤、法令違反、支出負担行為にかかる債務の確定などの審査及び収入、支出の決定。
指定金融機関検査。
決算書の印刷。
物品の管理。
基金の管理。

千円 0 0 60,341

差額

（決算）

59,305 0 -1,146

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

0
50,000 50,000

6,000

3,200
43

嘱託職員人件費計（Ｅ） 6,435

1

時間 4,500

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

58,580 0

6,000

5
10,000

0

0

-1,055

0

0
0

5
10,000

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 706

千円

うち委託料 千円

-91

物に係るコ
スト

1,500
2,1458,580 0

0 58,580

0

0

00

101

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -60,341 -59,195

その他 千円

-59,305 0 1,146

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 1 0 1 0 9 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

当該事務事業は法律により行われている。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

適正に管理執行されている。

地方自治法に基づき設置された委員会は庁内にあるが、職務内容に類似するものはない。

コスト
削減 維持 増加

当該事業は、公共関与の妥当性、有効性、効率性、公平性とも適切であ
り、見直しの余地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

当該事業は法律に基づき執行しており、必要最小限のコストで実施しているため見直しの余地はない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

適正に管理執行されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

法律に基づき執行しているため妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

公職選挙法の定めるところにより選挙事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

3

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 38 41 21 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
38 41 21

0

0

0

0

3

0
0

0
0

千円

3,740 3,217

0
0 109

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

4 4

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

％

件

100%

-450

575

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

100

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

110

0

0

0

100

4

3,740

平成25年度

1016

平成26年度

選挙等に関する事案を適正に議決し、公正な選挙等を執行する。

16

0

109

0

千円

千円

0
人

0

3,165
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

選挙管理委員会運営事業

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

選挙管理委員会委員

0

（当初予算)

100

1

14,500

2
（目標値)

1,600

100% 100%

5,650

0 0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

選挙人名簿の調製、東京都議会議員選挙・参議院議員選挙・東京都知事選挙執行計画の策定、不在者投票事務、各選挙管理委員会連合会への参画

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
地方自治法、公職選挙法法令根拠

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

12,599

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙管理委員数

議決率

議決に関するクレーム数

-900

3,217

0

0

1,9000 0 0
450

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

委員会開催回数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
選挙人名簿を調製し、選挙管理委員により選挙人名簿の登録、抹消の決定をする。また、国政及び地方選挙執行計画の決定や不在者投票事務を行う。
各選挙管理委員会連合会に参画し、会議や委員研修会への参加を通じて情報収集を行う。

【業務内容】
①定時登録時の選挙人名簿の調製と登録、抹消の決定②選挙時登録の選挙人名簿の調製と登録、抹消の決定③在外選挙人名簿の調製と登録、抹消の決定
④国立市農業委員会委員選挙人名簿の調製と決定⑤国政及び地方選挙執行計画の決定⑥不在者投票事務⑦東京都市選挙管理委員会連合会への参画
⑧全国市区選挙管理委員会連合会への参画⑨全国市区選挙管理委員会連合会東京支部への参画

千円 0 0 8,924

差額

（決算）

19,727 0 3,675

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

950

4,750 8,000

500

900

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

16,400 0

2
950

1

650

3,100

0

3,250
0

2
2,900

110

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 3,165

千円

うち委託料 千円

575

物に係るコ
スト

500
750750 0

0 8,750

109

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

109

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -8,886 -12,558

その他 千円

-19,706 0 -3,672

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 2 0 1 0 9 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

-2,048 0 2,582

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

5

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,439 -1,857

その他 千円 0

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 1,425

5

0

00

0

-7

物に係るコ
スト

250
375375 0

5

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 434

千円

うち委託料 千円

-490

-2,575

0

-2,450
0

2
210

1,550 0

2
700

1

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

250

3,500 1,050

250

500

2,048 0 -2,582

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
国立市明るい選挙推進委員１９名が常日頃から近所や自治会を通して明るい選挙の啓発活動を行い、一人ひとりの有権者の政治意識の向上に努めている。
また、東京都市明るい選挙推進協議会連合会に参画し、定期総会のほか会長会議や武蔵野市、三鷹市、小金井市、国分寺市、国立市、西東京市を構成市とするブロック会議に出席。推
進委員研修会、東京都明るい選挙推進大会等に参加し、選挙の明朗化に向け研鑚をする。

【業務内容】
①成人式に出席した新成人に対する啓発②近隣市が主催する選挙啓発のための講演会への出席③各種選挙の統一啓発デーに主要三駅（国立駅南口、谷保駅、矢川駅）頭における選
挙時啓発④東京都市明るい選挙推進協議会連合会の各事業への参加

千円 0 0 4,439

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

啓発活動従事回数 回

0

5000 0 0
250

-500

493

0

1,857

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

市内有権者

政治に対するクレーム

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
公職選挙法第6条法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

東京都議会議員選挙、参議院議員選挙、東京都知事選挙の際、統一啓発デー駅頭啓発を行った。また、東京都市明るい選挙推進協議会連合会の理事市として、会議や研修会等に参加
した。

前年度と同様

（決算）
単位

2
（目標値)

210

100% 100%

4,000

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

市内の選挙人

0

（当初予算)

0

1

1,050

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

選挙常時啓発事業

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

0

434
0
0

（決算）（Ａ）

0

5

0

千円

千円

0
人

平成26年度

明るい選挙が実現できる。

30 3032

61540

427

平成25年度

0

平成23年度
（決算）

0

5

0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度

0

0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

100%

-250

-7

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

✔

61506 61982

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0
0 5

千円

427 493 0

0

0

0

0

0
0

0
0

0 0 0

0
0 0 0

0 0 0
0 0 0

0

0 0
0

0

0 0 0

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

公職選挙法に規定されたものであり、一部の人を対象にしたものではないため、受益者負担や民間が行うには
なじまない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

最小限の経費、人員で行っているため向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

必要最小限のコストで行っているため、見直しの余地はない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

当該事業については、公共関与の妥当性、有効性、効率性、公平性のい
ずれも適切であり、見直しの余地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

市内に居住している選挙人全てが対象のため、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

類似事業はない。

×
成
果

向
上

維
持

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

明るい選挙の実現に寄与しており、公益の増進に役立っている。

○



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
3  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 1 0 1 0 9 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

当該事業は裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に基づき行われている。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。国の事務の一部を担っており、市の裁量ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

当該事業については、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に基づ
き実施されており、公共関与の妥当性、有効性、効率性、公平性のいず
れも適切であり、見直しの余地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律の規定に基づく事務であり、必要最小限のコストで実施しているため見直しの余地はない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に基づき執行しているものであり、妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律に基づき当該事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

1 1

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

61506 61982

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

人

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

122

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

124

61540

1

平成25年度

11

平成26年度

裁判員候補者予定者として公正に選定される。

1

0

0

千円

千円

0
人

0

1
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

裁判員候補者予定者名簿調製事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

満20歳以上の市民(国立市の選挙人名簿登録者。ただし、選挙権を有しない者を除く。)

0

（当初予算)

122

100

2
（目標値)

20

100% 100%

100

0 0

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

東京地方裁判所立川支部から割り当てられた人数を、9月定時登録時の選挙人名簿から無作為抽出して裁判員候補者予定者名簿調製事務を行った。また、名簿提出後に転出、死亡者を
調査し、該当者について報告を行った。

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
裁判員の参加する刑事裁判に関する法律法令根拠

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

101

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙人名簿登録者数

候補者予定者数

議決に係るクレーム件数

0

1

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

裁判員候補者予定者名簿調製くじ回数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
裁判員候補者予定者名簿を作成し、東京地方裁判所立川支部宛に同候補者予定者名簿を提出する。また、同名簿を提出した後に国立市の選挙人名簿から転出、死亡した者の通知事務
を行う。

千円 0 0 101

差額

（決算）

101 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100 100

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 0

2
20 0

0

0

0
0

2
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 100

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -101 -101

その他 千円

-101 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
4  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 1 0 1 0 9 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

当該事業は検察審査法に基づき行われている。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。国の事務の一部を担っており、市の裁量ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

当該事業については、検察審査会法に基づき実施されており、公共関与
の妥当性、有効性、効率性、公平性のいずれも適切であり、見直しの余
地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

検察審査会法の規定に基づく事務であり、必要最小限のコストで実施しているため見直しの余地はない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

第1号法定受託事務であるとともに、検察審査会法に基づき候補者を選定し、検察審査員候補者名簿の調製を
行っているものであり、妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

検察審査会法に基づき当該事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0
0 0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

1 1

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

61506 61982

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

61540

1

平成25年度

11

平成26年度

検察審査員候補者として公正に選定される。

1

0

0

千円

千円

0
人

0

1
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

検察審査会候補者選定事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

満20歳以上の市民(国立市の選挙人名簿登録者。ただし、選挙権を有しない者を除く。)

0

（当初予算)

0

100

2
（目標値)

20

100% 100%

100

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

立川検察審査会の検察審査員候補者の選定を実施。選定は検察審査員候補者の予定者を選挙人名簿登録者の中からくじにより選定する。選定された、候補者予定者名簿を送付し、異
動調査依頼に基づき回答した。

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
検察審査会法法令根拠

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

101

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙人名簿登録者数

選定の公正性に関する苦情件数

0

1

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

候補者（予定者）選定回数 回

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
国立市を管轄する立川検察審査会の検察審査員（検察官が不起訴処分にした事件に対して、一般市民の代表者として不起訴処分の当否を審査する）候補者の選定を実施。
【業務内容】
選定は検察審査員候補者の予定者を選挙人名簿登録者の中からくじにより選定（８名）し、候補者予定者名簿を立川検察審査会事務局へ送付する。また、候補者名簿提出後の候補者の
異動についての照会に回答する。

千円 0 0 101

差額

（決算）

101 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

100 100

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

100 0

2
20 0

0

0

0
0

2
20

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 100

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -101 -101

その他 千円

-101 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
5  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 1 0 1 0 9 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

当該事務事業は政治資金規正法に基づき行われている。

○ ×
成
果

向
上

維
持

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

政治資金規正法の規定に基づく事務であり、同法が定めたものを対象にしているため。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

当該事業については、政治資金規正法に基づき実施されており、公共関
与の妥当性、有効性、効率性、公平性のいずれも適切であり、見直しの
余地はない。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

政治資金規正法の規定に基づく事務であり、必要最小限のコストで実施しているため見直しの余地はない。

特になし。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要最小限のコストで実施しているため削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

政治資金規正法の規定に基づき執行しているため妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

最小の費用で実施しているため成果の向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

0

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 0 0 0

0 0 0
0

0 0
0

0 0 0
0 0 0
0 0 0

0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

1 1

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

✔

0 0

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

件

件

100%

0

0

0

#DIV/0!

物件費
0
0

（Ｂ）-（Ａ）

0
0

0

0

0 0

（決算見込み)（Ｂ）

0

目標年度平成23年度
（決算）

0

0

0

0

0

0

1

平成25年度

00

平成26年度

政治に関する資金の透明化を促進し、お金のかからない政治が行われるようにする。

0

0

0

千円

千円

0
人

0

1
0
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

政治資金規正法事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

政治資金規正法第3条に規定されている政治団体

0

（当初予算)

0

50

2
（目標値)

10

100% 100%

50

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

政治資金規正法に基づく政治団体の届出（東京都選挙管理委員会提出）、政治活動収支報告書の概要説明と必要な書類の交付を行った。

前年度と同様

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
政治資金規正法法令根拠

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

51

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

政治団体届出数

政治資金規正法違反によるクレーム

0

1

0

0

00 0 0

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

政治団体設立件数 件

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
政治資金規正法に基づく政治団体の届出（東京都選挙管理委員会提出）、政治活動収支報告書の概要説明と必要な書類の交付を行う。

千円 0 0 51

差額

（決算）

51 0 0

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

50 50

0

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0
時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

50 0

2
10 0

0

0

0
0

2
10

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1

千円

うち委託料 千円

0

物に係るコ
スト

0
00 0

0 50

0

00

0

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -51 -51

その他 千円

-51 0 0

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
6  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 4 0 1 1 0 2 0 0
✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 -4,071

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -4,071

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 3,875

0

0

0

3,305

19,577

物に係るコ
スト

250
375375 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

700

3,875

0

3,500
0

0 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 3,500

250

0

0 0 23,452

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
参議院議員選挙執行計画の策定、投開票所の確保、選挙投開票事務従事職員及び学生アルバイト確保の準備、啓発事業計画の策定、投開票用の消耗品や備品の購入、選挙公示後の
期日前投票事務、不在者投票事務、在外投票事務、選挙投開票事務の執行

千円 0 0 0

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

投票者数 人

0

00 0 0 0

23,452

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙人名簿登録者数

選挙に関する苦情

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
公職選挙法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

平成25年7月21日に行われた参議院議員選挙の準備、執行。

特になし。

（決算）
単位

2
（目標値)

700

#DIV/0! 17%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

満20歳以上の市民（国立市の選挙人名簿登録者。ただし、選挙権を有しない者を除く）

0

（当初予算)

1

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

参議院議員選挙事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

より国民の意見を反映させる

35166

19,577

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

3,305
0

（Ｂ）-（Ａ）

19,381
0

0

#DIV/0!

0

19,577

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

60982

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

19,577 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

19,381

0
0

0
0

0

0
0

0

0

19,381

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 19,381 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

第1号法定受託事務であるとともに、国民の代表者を選ぶことにより有権者の意思を反映することができるので
妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

公職選挙法の定めるところにより選挙事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直しは必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

適正に管理執行されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

当該事業は、公共関与の妥当性、有効性、公平性ともに適切であるが、
効率性については、公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直し
は必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。東京都の事務の一部を担っており、市の裁量ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

選挙の公正、正確性を確保したうえでの削減余地はある。

庁内に類似事業はない。

×

選挙を行う上で大きな比重を占める人件費については、正規の職員の人数を最小限にすることで経費の削減がで
きる。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

削減された職員に代わって選挙事務に不慣れな臨時職員が事務にあたるため、事前に説明会を開催して選挙事務について理解を深める必要がある。
そのための時間の捻出が必要となり、事務の進め方について綿密に日程調整を行っていく必要がある。

当該事業は公職選挙法に基づき行われている。



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
7  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 5 0 1 1 0 5 0 0
✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

削減された職員に代わって選挙事務に不慣れな臨時職員が事務にあたるため、事前に説明会を開催して選挙事務について理解を深める必要がある。
そのための時間の捻出が必要となり、事務の進め方について綿密に日程調整を行っていく必要がある。

当該事業は公職選挙法に基づき行われている。

×

選挙を行う上で大きな比重を占める人件費については、正規の職員の人数を最小限にすることで経費の削減がで
きる。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。東京都の事務の一部を担っており、市の裁量ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

選挙の公正、正確性を確保したうえでの削減余地はある。

庁内に類似事業はない。

コスト
削減 維持 増加

当該事業は、公共関与の妥当性、有効性、公平性ともに適切であるが、
効率性については、公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直し
は必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直しは必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

適正に管理執行されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

第2号法定受託事務であるとともに、都民の代表者を選ぶことにより、有権者の意思を反映することができるので
妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

公職選挙法の定めるところにより選挙事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

3,926

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 20,061 23,987 0 0

0 0
0

0
0

0 0
0 0

20,061 23,987

0
0 0

0

0

0

0

0

0
0

0
0

千円

23,987 0

0
0 0

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

％ #DIV/0!#DIV/0!

60354 60552

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

#DIV/0!

-350

3,926

0

#DIV/0!

物件費
-272
0

（Ｂ）-（Ａ）

3,926
0

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度平成23年度

（決算）

0

0

0

23,987

平成25年度

40820

平成26年度

より都民の意見を反映させる

30292

0

0

0

千円

千円

0
人

0

20,061
3,044
0

（決算）（Ａ）

千円

時間

千円

人

千円

東京都知事選挙事務

千円

平成24年度平成22年度

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

満20歳以上の市民（国立市の選挙人名簿登録者。ただし、選挙権を有しない者、東京都外転出者及
び国立市から都内の市区町村に2回以上転出した者を除く）

0

（当初予算)

1

0

2
（目標値)

700

21% 14%

5,200

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

平成26年2月9日に行われた東京都知事選挙の準備、執行。

特になし。

（決算）
単位

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
公職選挙法法令根拠

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

27,862

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙人名簿登録者数

選挙に関する苦情

-700

0

00 0 0
350

（決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

投票者数 人

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
東京都知事選挙執行計画の策定、投開票所の確保、選挙投開票事務従事職員及び学生アルバイト確保の準備、啓発事業計画の策定、投開票用の消耗品や備品の購入、選挙告示後の
期日前投票事務、不在者投票事務、選挙投開票事務の執行

千円 0 0 25,261

差額

（決算）

0 0 2,601

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

4,500 3,500

250

700

嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

1

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 0

2
900 -200

-1,325

0

-1,000
0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 20,061

千円

うち委託料 千円

3,926

物に係るコ
スト

250
375375 0

0 3,875

0

0

00

2,772

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0

その他

延べ業務時間

千円

千円

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -5,200 -3,875

その他 千円

0 0 1,325

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
8  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
6
№
33

0 2 0 4 0 6 0 1 1 0 8 0 0
✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成25年度の実績（平成25年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) 上記（3）で現状維持をチェックした場合、この事務事業はどのような状態となれば見直し・廃止となりますか？

0 0 -3,875

単位
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 -3,875

その他 千円

その他

延べ業務時間

千円

千円

支
出
内
訳

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円

移転支出
的なコスト

0

0 3,875

0

0

0

1,378

16,794

物に係るコ
スト

250
375375 0

0

人に係るコスト計（Ｆ）

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0

千円

うち委託料 千円

700

3,875

0

3,500
0

0 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 0

時間

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

0 3,500

250

0

0 0 20,669

6 個別事業

33 個別事業（どの施策にも属さない）

一般

時間

目標年度 差額
（決算）

一般財源投入割合

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

事務事業の概要（事業開始の経過、事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業内容】
東京都議会議員選挙執行計画の策定、投開票所の確保、選挙投開票事務従事職員及び学生アルバイト確保の準備、啓発事業計画の策定、投開票用の消耗品や備品の購入、選挙告示
後の期日前投票事務、不在者投票事務、選挙投開票事務の執行。
なお、国立市は国分寺市と合区となり、北多摩第二選挙区を形成しているため、立候補届出をはじめとする選挙長としての事務を国分寺市と交代制で行う。

千円 0 0 0

差額

（決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

活動指標（事務事業
の活動量を表す指標）

名称

投票者数 人

0

00 0 0 0

20,669

0

対象指標（対象の大
きさを表す指標）

成果指標（対象にお
ける意図の達成度を表す
指標）

選挙人名簿登録者数

選挙に関する苦情

選挙管理委員会
事務局

風見　康裕

所属課

選挙係

0

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款会計
公職選挙法法令根拠

課長名

項 目

事業期間

所属部

所属係

単年度繰返

予算科目

延べ業務時間

再任用職員従事人数
延べ業務時間

平成25年6月23日に行われた東京都議会議員選挙の準備、執行。

特になし。

（決算）
単位

2
（目標値)

700

#DIV/0! 19%

0

正規職員従事人数

正規職員人件費計（Ｃ）

満20歳以上の市民（国立市の選挙人名簿登録者。ただし、選挙権を有しない者、東京都外転出者及
び国立市から都内の市区町村に2回以上転出した者を除く）

0

（当初予算)

1

0

人

人に係るコ
スト

上位成果指標（結
果の達成度を表す指標）

千円
0

東京都議会議員選挙事務

千円

平成24年度平成22年度

千円

時間

千円

人

千円

（決算）（Ａ）

0

0

千円

千円

0
人

平成26年度

より都民の意見を反映させる

26025

16,794

平成25年度平成23年度
（決算）

0

0

0

（決算見込み)（Ｂ）
目標年度

0

1,378
0

（Ｂ）-（Ａ）

16,794
0

0

#DIV/0!

0

16,794

0

#DIV/0!

物件費

収
入
内
訳

事業コード

国庫支出金
都支出金

人

件

60050

％ #DIV/0!#DIV/0!

維持補修費

扶助費

その他

分担金及び負担金
使用料及び手数料

補助費等
繰出金

千円

繰入金

千円

千円

千円

千円

収入計（J）

0 0

千円

16,794 0 0

0

0

0

0

0
0

0
0

16,794

0
0

0
0

0

0
0

0

0

16,794

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください

0 0 0 16,794 0

公
共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

第2号法定受託事務であるとともに、都民の代表者を選ぶことにより、有権者の意思を反映することができるので
妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

公職選挙法の定めるところにより選挙事務を管理執行しており、これを維持していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特になし。

公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直しは必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

適正に管理執行されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減 維持 増加

当該事業は、公共関与の妥当性、有効性、公平性ともに適切であるが、
効率性については、公正な選挙の執行を妨げない程度の経費の見直し
は必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

法制度上、受益者負担はない。東京都の事務の一部を担っており、市の裁量ではない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

選挙の公正、正確性を確保したうえでの削減余地はある。

庁内に類似事業はない。

×

選挙を行う上で大きな比重を占める人件費については、正規の職員の人数を最小限にすることで経費の削減がで
きる。

成
果

向
上

維
持 ○

低
下

事務事業名

政策名

施策名

× ×

削減された職員に代わって選挙事務に不慣れな臨時職員が事務にあたるため、事前に説明会を開催して選挙事務について理解を深める必要がある。
そのための時間の捻出が必要となり、事務の進め方について綿密に日程調整を行っていく必要がある。

当該事業は公職選挙法に基づき行われている。


